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令和3年度 研究開発・評価報告書 
評価課題「中性子及び放射光利用研究開発」

（事前評価） 

日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究部門 原子力科学研究所 

物質科学研究センター 

（2022 年12月16日 受理） 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という）は、「国の研究開発評

価に関する大綱的指針」（平成 28 年 12 月 21 日内閣総理大臣決定）及びこの大綱的指針を受けて作

成された「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（平成 29 年 4 月 1 日文部科学大臣

決定）、並びに原子力機構の「研究開発課題評価実施規程」（平成 17 年 10 月 1 日制定、令和 2 年

4 月 22 日改正）等に基づき、令和 3 年 8 月 17 日に第 4 期中長期計画に対する事前評価を中性子及

び放射光利用研究開発・評価委員会に諮問した。

これを受けて、中性子及び放射光利用研究開発・評価委員会は、委員会において定められた評価方

法に従い、原子力機構から提出された令和 4年 4月から令和 11年 3月までの第 4期中長期計画におけ

る中性子及び放射光利用研究の実施に関する説明資料の検討、並びに物質科学研究センターのセンター

長及びディビジョン長、J-PARC センターの副センター長及び物質・生命科学ディビジョン中性子利用

セクションリーダーによる口頭発表と質疑応答を実施した。

本報告書は、中性子及び放射光利用研究開発・評価委員会より提出された事前評価の内容をまとめ

るとともに、「評価結果（答申書）」を添付したものである。

本報告書は、研究開発・評価委員会（中性子及び放射光利用研究開発・評価委員会）が「国の研究

開発評価に関する大綱的指針」等に基づき実施した外部評価の結果を取りまとめたものである。 

日本原子力研究開発機構物質科学研究センター（事務局） 

原子力科学研究所：〒319-1195 茨城県那珂郡東海村大字白方2-4 
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Assessment Report on Research and Development Activities in FY2021 
Activity: " Research and Development in Science and Technology 

Using Neutron and Synchrotron Radiation " 
(Ex-ante Evaluation) 

Materials Sciences Research Center 
Nuclear Science Research Institute, Sector of Nuclear Science Research 

Japan Atomic Energy Agency 
Tokai-mura, Naka-gun, Ibaraki-ken  

(Received December 16, 2022) 

Japan Atomic Energy Agency (hereafter referred to as “JAEA”) consulted an assessment 
committee, “Evaluation Committee of Research Activities for Research and Development in 
Science and Technology Using Neutron and Synchrotron Radiation” (hereafter referred to as 
“Evaluation Committee”) for ex-ante evaluation of “Research and Development in Science and 
Technology Using Neutron and Synchrotron Radiation”, in accordance with “General Guideline 
for the Evaluation of Government Research and Development (R&D) Activities” by Cabinet 
Office, Government of Japan, “Guideline for Evaluation of R&D in Ministry of Education, 
Culture, Sports, Science and Technology” and “Regulation on Conduct for Evaluation of R&D 
Activities” by JAEA. 

In response to the JAEA’s request, the Committee assessed the research program and 
activities on Research and Development in Science and Technology Using Neutron and 
Synchrotron Radiation in Materials Sciences Research Center (MSRC) and Neutron Science 
Section (NSS) in Materials and Life Science Division (MLSD) of J-PARC Center during the 
period from April 2022 to March 2029. The Committee evaluated the management, research and 
development activities based on the explanatory documents prepared by MSRC and NSS and 
oral presentations with questions-and-answers by the Director General and the Division Heads 
of the MSRC and the Deputy Director General and the NSS Section Leader of J-PARC Center. 

This report summarizes the results of the assessment by the Evaluation Committee with 
the Committee report attached. 

Keyword: Research and Development in Science and Technology Using Neutron and 
Synchrotron Radiation 

This evaluation report presents the result of third-party evaluation conducted based on 
the “General Guideline for the Evaluation of Government R&D Activities” by Cabinet Office, 
Government of Japan, etc.
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1. 概要 
 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という）は、「国の研究開発評価

に関する大綱的指針」（平成28年12月21日内閣総理大臣決定）及びこの大綱的指針を受けて作成された

「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（平成29年4月1日文部科学大臣決定）、並

びに原子力機構の「研究開発課題評価実施規程」（平成17年10月1日制定、令和2年4月22日改正）等

に基づき、第4期中長期計画における「中性子及び放射光利用研究開発」に関する事前評価を、中

性子及び放射光利用研究開発・評価委員会（以下「委員会」という）に諮問した。 
これを受けて委員会は、委員会において定められた評価方法に従い、原子力機構から提出された物質

科学研究センターの概況、中性子及び放射光利用研究の実施に関する説明資料の検討、及び物質科学研

究センター長並びにディビジョン長、J-PARCセンターセクションリーダーによる口頭発表と質疑応答

を実施した。 
その結果、諮問された第4期中長期計画期間の事前評価においては、概ね妥当な内容であると評

価した。事前評価結果の詳細については本文に示す通りであるが、特記すべき事項として以下の点

が挙げられる。 
 

(1) 物質科学研究センターにおける中性子利用研究開発 

・ 世界レベルの研究用原子炉JRR-3を主体的かつ広範に活用できる研究拠点のディビジョンとし

て、中性子による研究開発を最優先とする妥当な課題と目標設定である。 

・ 長期的な進展を見通す基礎物質科学研究から、社会実装への貢献を睨んだ選定課題は第4期中

長期計画期間における原子力機構の目標や課題も共有しており、当ディビジョンのバランスの

取れた姿勢は評価できる。 

・ 国内外の研究機関及び大学、企業等について目が行き届いた連携を目指していると評価できる。

日本のインフラ維持のためコンクリート分野でのコンソーシアム形成など、社会ニーズとイノ

ベーション創出のために必要な連携を積極的に取り組む姿勢も見て取れる。 

・ 中性子利用研究で得られた優れた成果と、その重要性を広く配信していくという方針は妥当で

ある。本ディビジョンの広報戦略は、学術、産業利用、一般向け、地元対応の4つの分野に関

し、バランスよく配慮されていることがうかがえる。 
 
(2) 物質科学研究センターにおける放射光利用研究開発 

・ アクチノイド基礎科学、廃棄放射線の利用によるエネルギー変換材料の開発、放射性廃棄物処

理、福島廃炉・環境回復問題への貢献という3つの研究分野が明確に挙げられている。いずれ

も本ディビジョンが独占的に利用できる放射光や装置の特性を充分に活かし、継続して行って

きた先端的分析手法の高度化・応用を基盤とした研究課題である。  

・ 特に国民目線からは福島廃炉・環境回復問題と廃棄放射化物によるエネルギー変換材料開発な

どの要請は高く、廃炉計画や高濃度放射化物廃棄計画に資する成果が望まれる。またこれらの

研究開発課題は原子力機構の次世代研究分野を開拓し、SDGsおよびSociety5.0の実践やカーボ
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ンニュートラルの実現とも整合性が高い。

・ SPring-8近隣の大学や研究機関の若手をとりこんだ次世代研究者の育成は不可欠であるので、

大学院生の教育への意気込みと産業界も含めた放射光技術教育への取り組みは大いに評価でき

る。

・ マテリアル先端リサーチインフラ事業については有効な活用をしていくことを期待している。

(3) J-PARCセンター物質・生命科学ディビジョンにおける中性子利用研究開発

• 近年の社会情勢、さらに原子力機構の将来ビジョンJAEA2050+への取り組みも意識した計画

になっており、原子力機構の中性子利用セクションの取り組みとして妥当である。またMLF
全体の取り組みとしても整合性が取れており、幅広い先端的中性子利用手法の開発、量子ビー

ムの有用性を示す先端的中性子利用研究をベースとする適切な課題選定が行われている。

• 研究レベルを世界トップレベルに保つために、継続的な実験装置の高度化、デバイス開発、ソ

フトウェア開発の課題設定を行っている。オペランド測定やスピン偏極解析の汎用化への新展

開などに期待したい。

• 人材育成はMLFでの最優先課題の一つであるとの認識を強く持っていただきたい。世界最高

強度のパルス中性子源を持つMLFにはそのような人材を受け入れ、グローバルに育てられる

可能性とキャパシティがある。

• 施設を供用している組織との緊密な連携、特にJRR-3との連携（組織、装置、運用の面で）を

率先して行うことは、中性子コミュニティーにおいて重要課題と考える。

• 地球規模課題への貢献、産学連携による異なる視点からの基礎研究へのフィードバック、及び

その展開と、ポジティブフィードバックで、物質、物性科学が発展することに期待したい。こ

れまでに数多くの実績があり、次の中長期計画に対しても適切な計画がなされている。

JAEA-Evaluation 2022-013

- 2 -



2. 中性子及び放射光利用研究開発・評価委員会の構成

中性子及び放射光利用研究開発・評価委員会は、以下の9名により構成される。

中性子及び放射光利用研究開発・評価委員会委員 

（委員長を除き五十音順） 

氏 名 区 分 所 属・職 位 

山田 和芳 委員長 
国立大学法人東北大学 

名誉教授 

亀井 信一 委員 
株式会社三菱総合研究所 

研究理事 

久保 謙哉 委員 
国際基督教大学教養学部 

教授 

櫻井 吉晴 委員 
公益財団法人高輝度光科学研究センター 

放射光利用研究基盤センター 副センター長 

三倉 通孝 委員 
東芝エネルギーシステムズ株式会社 

エネルギーシステム技術開発センター 技監 

田中 敬二 委員 

国立大学法人九州大学 

大学院工学研究院 主幹教授 

次世代接着技術研究センター センター長 

冨井 哲雄 委員 
日刊工業新聞社（編集局経済部） 

記者 

松田 雅昌 委員 
米国オークリッジ国立研究所 

Senior R&D Staff 

森 初果 委員 
国立大学法人東京大学 

物性研究所 所長 

ンニュートラルの実現とも整合性が高い。

・ SPring-8近隣の大学や研究機関の若手をとりこんだ次世代研究者の育成は不可欠であるので、
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3. 審議経過

(1) 諮問：令和3年8月17 日 

(2) 中性子及び放射光利用研究開発・評価委員会 
令和3年9月27日（1回目） オンライン開催（Zoom） 
主な議題：第4期中長期目標期間における「中性子及び放射光利用研究開発」の事前評価 

（特に評価項目1 及び2に関して先行議論） 
令和3年11月22日（2回目） オンライン開催（Zoom） 
主な議題：第4期中長期目標期間における「中性子及び放射光利用研究開発」の事前評価 

（第3期中長期目標期間における「中性子及び放射光利用研究開発」の事後評価と同時開催） 

(3) 評価結果のとりまとめ：令和3年11月下旬～令和4年2月上旬 

(4) 答申：令和4年2月10日 
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4. 評価方法

以下の評価作業手順及び評価項目に従い、原子力機構から提出された物質科学研究センターの概況、

中性子及び放射光利用研究の実施に関する説明資料を検討するとともに、物質科学研究センター長及び

ディビジョン長、並びにJ-PARCセンター副センター長及び中性子利用セクションリーダーによる口頭

発表と質疑応答・意見交換を行った。

(1) 評価作業手順 
① 物質科学研究センター概況について、物質科学研究センター長による口頭発表及び質疑

応答

② 物質科学研究センターにおける中性子利用研究開発について、中性子材料解析研究ディビジ

ョン長による口頭発表及び質疑応答

③ 物質科学研究センターにおける放射光利用研究開発について、放射光エネルギー材料研究デ

ィビジョン長による口頭発表及び質疑応答

④ J-PARCセンター物質・生命科学ディビジョンにおける中性子利用研究開発について、J-
PARCセンター副センター長及び中性子利用セクションリーダーによる口頭発表及び質疑応

答

⑤提出資料及び口頭発表に基づき、評価意見を評価シートに取りまとめて整理

⑥答申書の取りまとめ方針の検討

(2) 評価項目 
1. 研究開発課題の選定の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む）

2. 方向性・目的・目標等の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む）

・イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性

3. 研究開発の進め方の妥当性

・研究資金・人材（体制）等の研究開発資源の配分計画の妥当性

・人材育成に関する取組の妥当性

4. 国内外他機関との連携の妥当性

5. 研究開発成果の社会的意義

・社会実装に向けた取組計画の妥当性

・科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性

・研究開発課題／成果の社会的受容性

(3) 評価の基準 
事前評価においては妥当もしくは要改善で評定した。

3. 審議経過

(1) 諮問：令和3年8月17 日 

(2) 中性子及び放射光利用研究開発・評価委員会 
令和3年9月27日（1回目） オンライン開催（Zoom） 
主な議題：第4期中長期目標期間における「中性子及び放射光利用研究開発」の事前評価 

（特に評価項目1 及び2に関して先行議論） 
令和3年11月22日（2回目） オンライン開催（Zoom） 
主な議題：第4期中長期目標期間における「中性子及び放射光利用研究開発」の事前評価 

（第3期中長期目標期間における「中性子及び放射光利用研究開発」の事後評価と同時開催） 

(3) 評価結果のとりまとめ：令和3年11月下旬～令和4年2月上旬 

(4) 答申：令和4年2月10日 

JAEA-Evaluation 2022-013

- 5 -



5. 事前評価スケジュール

【事前評価 1回目】 

1. 期日 ： 令和 3 年 9 月 27 日（月） 13:00～15:30
2. 場所 ： オンライン開催（Zoom）

3. 議題 ：

(1)  開会挨拶     ＜司会：松林研究推進室長＞ 13:00-13:05 
(2)  委員長挨拶 ＜以下、議長：山田委員長＞ 13:05-13:15 
(3)  資料確認 ＜説明：松林研究推進室長＞ 13:15-13:20 
(4)  第 4 期中長期目標期間における原子力機構の研究開発の取組の基本方針案について 

＜説明：原子力機構評価室＞ 13:20-13:40 
(5) 第 4 期中長期目標期間における中性子及び放射光利用研究開発の取組の基本方針 

1) 物質科学研究センターにおける中性子利用研究開発 （東海地区） 13:40-14:05 
＜説明：長壁ディビジョン長＞

2) 物質科学研究センターにおける放射光利用研究開発 （播磨地区） 14:05-14:30 
＜説明：岡根研究推進室長代理＞

3) J-PARCセンター物質・生命科学ディビジョンにおける中性子利用研究開発 14:30-14:55
＜説明：川北セクションリーダー＞

(6)  全体討論 14:55-15:25 
(7)  閉会挨拶 15:25-15:30 

【事前評価 2回目】 

1. 期日 ： 令和 3 年 11 月 22 日（月） 13:00～17:30
2. 場所 ： オンライン開催（Zoom）

3. 議題 ：

(1)  開会挨拶     ＜司会：松林研究推進室長＞ 13:00-13:05 
(2)  委員長挨拶         ＜以下、議長：山田委員長＞ 13:05-13:15 
(3)  資料確認 ＜説明：松林研究推進室長＞ 13:15-13:20 
(4)  評価の観点について ＜説明：松林研究推進室長＞ 13:20-13:30 
(5)  第 3 期中長期目標期間における中性子及び放射光利用研究開発の進捗 

1) 物質科学研究センター概況 ＜説明：武田センター長＞ 13:30-13:55 
2) 物質科学研究センターにおける中性子利用研究開発 （東海地区） 13:55-14:45 

＜説明：長壁ディビジョン長＞

＜ 休 憩 ＞ 14:45-15:00 
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3) 物質科学研究センターにおける放射光利用研究開発 （播磨地区） 15:00-15:50 
＜説明：岡根研究推進室長代理＞

4) J-PARCセンター物質・生命科学ディビジョンにおける中性子利用研究開発 15:50-16:40
＜説明：脇本副センター長、川北セクションリーダー＞

(6)  全体討論 16:40-17:25 
(7)  閉会挨拶 17:25-17:30 

5. 事前評価スケジュール

【事前評価 1回目】 

1. 期日 ： 令和 3 年 9 月 27 日（月） 13:00～15:30
2. 場所 ： オンライン開催（Zoom）

3. 議題 ：

(1)  開会挨拶     ＜司会：松林研究推進室長＞ 13:00-13:05 
(2)  委員長挨拶 ＜以下、議長：山田委員長＞ 13:05-13:15 
(3)  資料確認 ＜説明：松林研究推進室長＞ 13:15-13:20 
(4)  第 4 期中長期目標期間における原子力機構の研究開発の取組の基本方針案について 

＜説明：原子力機構評価室＞ 13:20-13:40 
(5) 第 4 期中長期目標期間における中性子及び放射光利用研究開発の取組の基本方針 

1) 物質科学研究センターにおける中性子利用研究開発 （東海地区） 13:40-14:05 
＜説明：長壁ディビジョン長＞

2) 物質科学研究センターにおける放射光利用研究開発 （播磨地区） 14:05-14:30 
＜説明：岡根研究推進室長代理＞

3) J-PARCセンター物質・生命科学ディビジョンにおける中性子利用研究開発 14:30-14:55
＜説明：川北セクションリーダー＞

(6)  全体討論 14:55-15:25 
(7)  閉会挨拶 15:25-15:30 

【事前評価 2回目】 

1. 期日 ： 令和 3 年 11 月 22 日（月） 13:00～17:30
2. 場所 ： オンライン開催（Zoom）

3. 議題 ：

(1)  開会挨拶     ＜司会：松林研究推進室長＞ 13:00-13:05 
(2)  委員長挨拶         ＜以下、議長：山田委員長＞ 13:05-13:15 
(3)  資料確認 ＜説明：松林研究推進室長＞ 13:15-13:20 
(4)  評価の観点について ＜説明：松林研究推進室長＞ 13:20-13:30 
(5)  第 3 期中長期目標期間における中性子及び放射光利用研究開発の進捗 

1) 物質科学研究センター概況 ＜説明：武田センター長＞ 13:30-13:55 
2) 物質科学研究センターにおける中性子利用研究開発 （東海地区） 13:55-14:45 

＜説明：長壁ディビジョン長＞

＜ 休 憩 ＞ 14:45-15:00 
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令和 4 年 2 月10 日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

原子力科学研究部門 

部門長 大井川 宏之 殿 

中性子及び放射光利用研究開発･評価委員会

委員長 山田 和芳    （公印省略） 

研究開発課題の評価結果について（答申） 

当委員会に諮問［令 03 原機（物）002］のあった下記の研究開発課題の事後評価

及び事前評価について、その評価結果を別紙のとおり答申します。 

記 

〔諮問事項〕 

1. 第３期中長期計画における「中性子及び放射光利用研究開発」に関する事後評価

2．第４期中長期計画における「中性子及び放射光利用研究開発」に関する事前評価 

以 上 

6. 評価結果（答申書）
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事前評価

評価結果を研究開発課題毎に示す。

物質科学研究センターにおける中性子利用研究

評価理由/意見 評価

(1) 研究開発課題の選定の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む） 
・ 世界レベルの研究用原子炉JRR-3を主体的かつ広範に活用できる研究拠点のディ

ビジョンとして、中性子による研究開発を最優先とする妥当な課題と目標設定であると

評価できる。

・ 選定課題には、基礎基盤技術開発から社会実装、および産学官の共創によるイノベ

ーション創出に向けた取り組みを強化する方向性が示されている。また、国内外の原

子力研究をリードする原子力機構の、持続可能で強靭な社会構築を目指す将来ビ

ジョン「JAEA2050+」の達成にも貢献するものと評価できる。 
・ 課題の確実な実行には、JRR-3の継続的で安定かつ効率的運用が必要である。また

JRR-3に保有する3つの装置群（材料構造物性用装置、材料ナノ構造解析装置、非

破壊分析装置）をどう有効活用するかが重要だが、装置群を3つの階層に分け、それ

ぞれの目標を明確化したことで、研究の方向付けが行いやすくなっている。

・ 選定課題は、原子力機構内部にとどまらず外部との連携を積極的かつ組織的に進め

て推進する必要がある。大学を含む、各研究機関や産業界との協力強化に期待した

い。また近接するJ-PARC MLFとの装置利用、研究課題の共通化など、外部ユーザ 

ーも巻き込む連携強化と、そのために必要な人材の育成と確保に注力する必要があ

る。

・ JRR-3の10年間の停止期間中に蓄えた情報や実力を、今後にどう活かすか、10年前

からの継続的施策だけでは、世界をキャッチアップしたイノベーション創出は容易ではな

い。ディビジョンとして新奇な発想や発想転換を誘発させる仕組みづくりが、選定課題

の進展やイノベーション創出を左右する。

妥当

(2) 方向性・目的・目標等の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む） 
- イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性

・ 長期的な進展を見通す基礎物質科学研究から、社会実装への貢献を睨んだ選定課

題は第4期中長期計画期間における原子力機構の目標や課題も共有しており、当ディ

ビジョンのバランスの取れた姿勢は評価できる。

・ また、世界の潮流であるカーボンニュートラルを意識したモビリティー関連技術などに

新たな展開先を求めており、中長期的目標の社会実装や、幅広い分野を含む産学官

の共創によるイノベーション創出への取組強化と整合し、妥当な方向性と判断できる。

・ 10年間の停止期間中の世界動向を適切に取り込むためには、12台の装置の定期的

かつ継続的な評価と、世界の新技術や革新的技術の導入が必要である。また、可能

な限り具体的な目標を設定する必要がある。例えば、何をどこまで達成すれば、イノベ

ーション創出にどの程度貢献できるかなどの情報公開により、ディビジョン内外への説

得力や広報効果が増すと期待される。

妥当
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(3) 研究開発の進め方の妥当性 
- 研究資金・人材（体制）等の研究開発資源の配分計画の妥当性 
- 人材育成に関する取組の妥当性 

・ 現状のグループ再編は妥当と考えられる。また、研究のロードマップ設定は非常に良

い事例である。これに沿って人材を当てはめ、年度計画を立て、達成度を内外に広報

することが望ましい。 
・ 安全で安定的な研究遂行には，そのために必要な研究資金と人材配置が不可欠で

あり、理想的にはそれに見合う運営費が交付されるべきである。しかし現状の限られた

リソースで研究をスタートするには、JRR-3が有利とする課題を着実に行う実施計画を

たて、優先順位を明確にする必要がある。人材計画としては、この施設を運営するた

めに必要最小限の計画になっているが、これはあくまで最小限の計画であり、人員増

を確実に実現できる戦略をより具体化して実行してほしい（例：受託研究等の外部資

金による博士研究員等の雇用など）。 
・ 個人ベースだけではなく、組織的に大型予算への申請が必要である。さらに大学10

兆円ファンドなど日本の科学技術再生を目的とした、大学や公的研究機関への人的リ

ソース拡充政策なども注視し、それらへの積極的関与の戦略を、大学などと協力して

立案、実行していただきたい。 
・ 研究基盤施設として、次世代への技術継承の観点からも装置関連人材の確保は必須

である。その際、必要な人材について、求められる要員の資質に関しても定義しておく

必要がある。日本の現状では研究者自身が装置関連の仕事を行わざるを得ない状況

にあるが、専任の装置関連人材の育成をどうするか、大学などと協力して包括的かつ

継続的施策を立ててほしい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

妥当 

JAEA-Evaluation 2022-013

- 12 -



(4) 国内外他機関との連携の妥当性 
・ 国内外の研究機関及び大学、企業等について目が行き届いた連携を目指していると

評価できる。日本のインフラ維持のためコンクリート分野でのコンソーシアム形成など、

社会ニーズとイノベーション創出のために必要な連携を積極的に取り組む姿勢も見て

取れる。 
・ JRR-3の運転再開に伴い、従来の連携研究が、より強固なものになり、さらに進化する

と期待できるが、そのための新たな戦略性を、関係機関と常に煮詰めていただきた

い。そのためには、JRR-3を国内外他機関との共同研究の柱とするとともに、将来の中

性子施設での先端研究を担う人材と装置関連人材育成が必須である。大学を含む関係

機関や学会との具体的方策を議論し、原子力機構や行政に提案してもらいたい。 
・ オープンファシリティプラットフォームにおける中性子利用の中核として活動するという

目標も高く評価できる。今後一定時期ごとに見直しなどを検討するなど、組織の柔軟

な対応に期待したい。また、この分野では国際連携が前提になっているので、的確に

運営していただきたい。 
・ 放射光との相補利用は分かり易いが、J-PARC MLFとの棲み分けが、中性子研究の

専門家でなければ分かり難い場合もある。中性子科学会や施設ユーザーを巻き込ん

だ議論とともに、その結果をわかりやすく、量子ビームを利用するコミュニティなどに広

報するのが望ましい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

妥当 

(5) 研究開発成果の社会的意義 
- 社会実装に向けた取組計画の妥当性 
- 科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 
- 研究開発課題／成果の社会的受容性 

・ 国内唯一の本格的研究用原子炉JRR-3を、中性子科学や原子力科学の維持発展の

ために活用し、基礎学術研究から製品の社会実装に活かすことで、中性子ビームの

有効活用に対する社会的理解が進む。本ディビジョンには、この点に関する十分な

認識が感じられる。社会がカーボンニュートラルに舵を切っていく中で、重要度を増す

水素の定量的研究に高いポテンシャルを有する中性子ビームには、学術分野ばかり

でなく、産業分野からの期待も高い。本ディビジョンは、中性子が水素だけでなく、スピ

ンなどより幅広くカーボンニュートラルに貢献できる手段であることも、研究実績を示し

つつ積極的に広報していただきたい。 
・ 中性子利用研究で得られた優れた成果と、その重要性を広く配信していくという方針

は妥当である。本ディビジョンの広報戦略は、学術、産業利用、一般向け、地元対応

の四つの分野に関し、バランスよく配慮されていることがうかがえる。戦略的広報による

波及効果の拡大に期待したい。その際、社会実装を考える上で、「知の創造」の重要

性を発信することも重要。 
・ SDGsに関わる人文学的・社会学的研究考察にも研究用原子炉からの情報発信やア

ウトリーチが必要不可欠である。加えて、大型の施設の維持運営には、「社会」からの

認知や受容性が極めて重要なので、社会への成果のアピールはより一層進めていた

だき、中性子利用がイノベーション創出に有効であることが社会に認知されるよう、成

果創出と広報活動の両方を共に推進されることを期待したい。 
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物質科学研究センターにおける放射光利用研究開発 
 

評価理由/意見 評価 
(1) 研究開発課題の選定の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む） 
・ アクチノイド基礎科学、廃棄放射線の利用によるエネルギー変換材料の開発、放射性

廃棄物処理、福島廃炉・環境回復問題への貢献という3つの研究分野が明確に挙げ

られている。 
・ いずれも本ディビジョンが独占的に利用できる放射光や装置の特性を充分に活かし、

継続して行ってきた先端的分析手法の高度化・応用を基盤とした研究課題である。 
・  特に国民目線からは福島廃炉・環境回復問題と廃棄放射化物によるエネルギー変換

材料開発などの要請は高く、廃炉計画や高濃度放射化物廃棄計画に資する成果が

望まれる。またこれらの研究開発課題は原子力機構の次世代研究分野を開拓し、

SDGsおよびSociety5.0の実践やカーボンニュートラルの実現とも整合性が高い。 
・  研究課題の確実な実行と新たな展開のために、外部機関の要請に応え連携研究を

より一層活発化することを期待している。 

 
 
 
 
 
 
 

妥当 

(2) 方向性・目的・目標等の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む） 
- イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性 

・ 現中長期計画期間内に整備あるいは準備されたビームラインやホットラボ、レーザー

システム等の十分な活用を念頭に置きつつ、新たな展開に向けた研究に取り組むこ

とが可能と評価できる。 
・ 福島廃炉・環境回復研究では、Csの低コスト・高効率除去法の確率を目標とすること

など、原子力機構の取組みの基本方針を意識して検討した姿勢がうかがえる。また原

発事故で生じた燃料デブリの分析などは、社会の強い要請のもとに行われるもので、

イノベーション創出を目指すものではない。 
・ アクチノイド基礎科学と環境・エネルギー・変換材料開発については、方向性・目的の

内容は問題ないが、イノベーション創出を目指すための目標はもう少し具体性あるい

は定量性を示すほうがわかりやすい。例えばアクチノイド基礎科学では、「アクチノイ

ド・重元素のf軌道電子の性質理解に基づく物性／化学反応メカニズムの解明」とある

が、何が未解決で、どこまで理解すれば、メカニズム解明（イノベーション創出）に、ど

のようにつながるのか？また環境・エネルギー・変換材料開発では、「放射性廃棄物の

エネルギー資源変換を目指す」とあるが、社会実装（イノベーション創出）に向けて、何

がネックで、どのような方策をとるかなどなど。 
・ さらにこれらの研究開発活動をさらに発展させるためには、自部門の技術的なベンチ

マークを行い、研究だけでなく、技術や機器開発施設の維持管理に関するロードマッ

プを作成し、原子力機構の基本方針や中長期的な目標を具体化するために、これら

の技術をどのように発展させるかを意識していくことも必要と思われる。 
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(3) 研究開発の進め方の妥当性 
- 研究資金・人材（体制）等の研究開発資源の配分計画の妥当性 
- 人材育成に関する取組の妥当性 

・ 研究のロードマップが作成されているのは非常に良い事例であり、事前の検討は充分

に成されている。それに基づき、研究の現状の状況に応じたグループの再編も妥当と

考えられる。また、装置管理更新に必要な計画立案にも妥当と感じられる。 
・ 人員配分、人材育成の計画は概ね妥当であるが、グローバルに通用する人材の育成

や産業的なインパクトのより一層大きなアウトカム創出のための人員確保などに関して

も（限られたリソースの中で）考慮していただきたい。 
・  SPring-8近隣の大学や研究機関の若手をとりこんだ次世代研究者の育成は不可欠

であるので、大学院生の教育への意気込みと産業界も含めた放射光技術教育への取

り組みは大いに評価できる。必要な人材の増員については、必要員に求められる素

養に関してもきちんと定義し、研究と同様にロードマップを作成し、達成状況や自己評

価を行い問題点の洗い出しを行うことを推奨する。 
・ 十分な研究資金が運営費交付金によって賄われることが本来ではあるが、本グルー

プの研究設備や人材の活用によって初めて可能な研究には資金が投入されると期待

される。マテリアル先端リサーチインフラ事業については有効な活用をしていくことを期

待している。 
・  SPring-8の高度化計画への対応には、数億の予算や人材確保（挿入光源など）が必

要になるので、原子力機構内での議論を進める時期に来ていると思われる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

妥当 

(4) 国内外他機関との連携の妥当性 
・ 産業界、学術界との連携が図られ、成果の社会還元の点でも有効な体制が取られて

いると考える。グループを再編したことで、目的がはっきりとしたことも反映され、必要な

外部連携が計画されていると思われる。今後一定時期ごとに見直しなども検討しても

らえればよいかと思われる。 
・ 中性子など放射光と相補的性質のデータを取得できる国内外の施設との積極的連携

は必要不可欠である。本物質科学研究センターの優位性を活かした放射光と中性子

の量子ビームの連携研究の進展にも期待したい。またJRR-3の定常中性子のみなら

ず、J-PARC MLFのパルス中性子の協奏的活用は大いに推進してもらいたい。 
・ 福島環境回復研究は各地で行われており、原子力機構ならではの成果発信にも期

待したい。アカデミアとの連携については、機関ごとに具体的な連携内容や連携の方

向性を整理すると良い。 
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(5) 研究開発成果の社会的意義 
- 社会実装に向けた取組計画の妥当性 
- 科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 
- 研究開発課題／成果の社会的受容性 

・ 3つの領域それぞれが、社会的意義が明確に整理されており、研究を進めるうえでの

目的意識が認識されている。これらについてディビジョン内での意識の共有化も重要

である。 
・ アクチノイド基礎科学分野については原子力機構が牽引する分野をさらに発展させる

意義がある。特に世界初の超プルトニウム元素科学、アクチノイド／ランタノイドの分離

技術開発などには大いに期待したい。 
・ 一方で、エネルギーや廃炉に関する研究は社会からの高いニーズがあり、原子力機

構の存在意義を示す意味でも妥当と判断する。 
・ また放射線を電気エネルギーに変える技術は、放射性廃棄物をエネルギー源として

活用する可能性を提案するだけでなく、半永久的に動作する原子力電池を深宇宙探

査など極限環境での電源に利用するといったムーンショット提案に発展する可能性も

秘めている。地上での原子力利用だけでなく、今後利用拡大が期待される宇宙開発

において重要な技術であり、計画は妥当である。長期的かつオールジャパン、さらに

はグローバルな共同研究としての取り組みに成長させていただきたい。 
・ 想定される研究開発成果は原子力機構のミッションに沿ったものであり、社会的意義は

大きいが、技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供においても原子力機構のミッシ

ョンと著しく乖離することが無いよう配慮することが必要と思われる。 
・ 放射光高度分析技術データのデータ利活用システム導入も社会的意義が大きい取り

組みである。 
・ SPring-8に参入している多くの民間研究者との連携を深めることで社会実装に向け

た研究推進が期待される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

妥当 
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J-PARC センター物質・生命科学ディビジョンにおける中性子利用研究・技術開発 
 

評価理由/意見 評価 
(1) 研究開発課題の選定の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む） 
・ 近年の社会情勢（カーボンニュートラルの実現、SDGsへの寄与、イノベーションの創

出など）、さらに原子力機構の将来ビジョンJAEA2050+への取り組みも意識した計画

になっており、原子力機構の中性子セクションの取り組みとして妥当である。またMLF
全体の取り組みとしても整合性が取れており、世界最高強度のパルス中性子源と、その

安定な運転に相応しい研究成果をもとにした、幅広い先端的中性子利用手法の開発、

量子ビームの有用性を示す先端的中性子利用研究をベースとする適切な課題選定が

行われている。 
・ ハードマターやエネルギー・工学材料、ソフトマター・非晶質への材料開発に加えて、

時代の要請に沿ったカーボンニュートラルに向けた研究なども試行している。これらは

原子力機構の基本方針とも合致し、KEKや内外の機関などとの協力関係も活発で、

常に新しい方向を指向した研究開発課題の選定は妥当なものと考えられる。 
・ また、装置性能、研究レベルを世界トップレベルに保つために、継続的な装置の高度

化、デバイス開発、ソフトウェア開発の課題設定を行っている。オペランド測定やスピン

偏極解析の汎用化への新展開などに期待したい。 
・ 特に、計算科学的手法を利用するデータ駆動型研究を進めることは、先端科学の潮

流として遅滞なく積極的に取組むことが必要であり、政府の第６期科学技術イノベーシ

ョン計画で重要テーマとして位置づけられており、これに関連する研究課題の選定は

妥当と考える。 
・ 今後も、パルス中性子源の設計値1ＭＷ出力への増強を見据えた最先端の研究の展

開することは重要である。さらに中性子の利用可能性を拡げる先導性の高い研究をプ

ロジェクト課題など施設のトップダウン型研究として実施することも意味がある。国際的

にみても、中性子科学全般の発展にも寄与していくことに繋がる研究開発課題の選定

になっており、妥当な計画である。 
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(2) 方向性・目的・目標等の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む） 
- イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性 

・ 最先端のパルス中性子源と、それを利用する先端的装置、デバイスを用いて様々な

分野の研究開発により、社会的意義の大きい研究成果を上げるという目標設定は適

切である。 
・ 各研究開発についてのロードマップと、またそれに関するインフラ整備のロードマップ

も策定されており、妥当な研究計画と評価できる。 
・ ハードマター分野、工学材料分野、エネルギー材料分野、ソフトマター・非晶質分野

における学術的・社会的意義の高い研究課題を外部との連携によりテーマ選定を行

い、実施するという目標には妥当性がある。さらに、人類の共通課題である「カーボン

ニュートラルの推進」も踏まえた計画になっており、中性子利用での貢献に期待した

い。 
・ データ駆動科学の積極的取り込みについては評価できるが、効率的実験プロセスへ

活用のみならず、計測データからの新たな情報抽出についても積極的活用を検討す

べきである。 
・ 原子力機構に属している中性子セクションとして直接的問題でないかもしれないが、

MLFのライフサイエンスに関して、現状を踏まえた方向性など、MLF全体の問題とし

て議論し、何かを示すべきではなかろうか？ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

妥当 

(3) 研究開発の進め方の妥当性 
- 研究資金・人材（体制）等の研究開発資源の配分計画の妥当性 
- 人材育成に関する取組の妥当性 

・ コンソーシアムを例とする外部資金活用、大学からの人材確保、および育成について

検討されており、研究資金、人材のリソースを多様化した目標設定は妥当である。 
・ 産業界との組織対組織共同研究においては、対象となる産業界の関連技術に精通し

た人材をJ-PARC MLF内に確保することは重要である。 
・ 予算計画に関しても、トップダウン型とボトムアップ型として、個人ベースの予算を組み

合わせて研究開発を進めるということであり、妥当である。 
・ 新学術領域研究、変革A研究など、グループ研究においての研究、人材育成に関する

連携にも期待したい。 
・ 戦略的な課題である「データ駆動型科学」の推進をはじめ、新たな取り組みには、ぜ

ひ人材を確保し拡充する方向で進めていただきたい。そのための“人材ロードマップ” 
を作成し、年度ごとの達成度や未達成の場合の問題点を洗い出してもらいたい。 

・ 人材育成はMLFでの最優先課題の一つであるとの認識を強く持っていただきたい。

日本では多くの共同利用の研究施設では、研究者や技術者の人材が非常に不足し

ている状況で、研究開発と共同利用、さらに人材育成を行っている。そのような現状に

あってMLFは少なくとも共用促進法で基本的経費や人員面で相対的に恵まれた状

況にある。施設内外の学生や若い研究者が、世界に通じる成功体験をMLFで得るこ

とは、かけがえの無い経験である。世界最高強度のパルス中性子源を持つMLFには

そのような人材を受け入れ、グローバルに育てられる可能性とキャパシティがある。 
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(4) 国内外他機関との連携の妥当性 
・ 各研究機関、大学、産業界の連携によりイノベーションを促進していく計画により、研

究分野を拡大発展させることで人材も確保しやすくなると思われる。国際連携も多方

面でおこなっており妥当と判断する。J-PARCそのものが、複数のステークホルダーか

らなる組織であり、また国際的にオープンな運営となっており、極めて妥当な計画とな

っている。グローバルな中性子科学の連携の中で、J-PARCメンバーによる分野牽引

に期待したい。 
・ 国内外の大学・研究機関、国内企業との連携は積極的に行っていると考えられる。技

術の高度さや頑健性がこのような取り組みを可能としていると考えられる。研究員の技

術レベル及び施設・装置のレベル維持管理への配慮も期待したい。 
・ 施設を供用している組織との緊密な連携、特にJRR-3との連携（組織、装置、運用の

面で）を率先して行うことは、中性子コミュニティにおいて重要課題と考える。また中性

子科学全体を俯瞰した適切な装置の入替や将来的な中性子源についての計画作成

等が重要である。そのために、どのような連携組織と司令塔を持つか、MLFの中性子

が深く主体的に関与する必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

妥当 

(5) 研究開発成果の社会的意義 
- 社会実装に向けた取組計画の妥当性 
- 科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 
- 研究開発課題／成果の社会的受容性 

・ これまでに数多くの実績があり、次の中期計画に対しても適切な計画がなされている。

近年の社会情勢（カーボンニュートラルの実現、SDGsへの寄与、イノベーションの創

出など）、さらにJAEA2050+への取り組みも踏まえた計画になっており、妥当である。

またそれらはこれまで実施してきた研究の守備範囲の広さを維持できれば達成できる

ものと期待できる。 
・ J-PARC MLFでのみ遂行可能な物質研究や材料研究が社会的・経済的に要求され

ている．地球規模課題への貢献、産学連携による、異なる視点からの基礎研究へのフ

ィードバック、及びその展開と、ポジティブフィードバックで、物質、物性科学が発展す

ることに期待したい。 
・ 過度な期待かもしれないが、MLFの世界最高強度のパルス中性子と最先端の装置を

利用した研究開発で、カーボンニュートラル対応やSDGsに対して、MLFとしての新

規な提案を発信するなど、社会情勢を受け身にとらえるだけでなく、既存の提言を超

えるものを目指す意気込みを持ってほしい。プロジェクト研究などトップダウン型研究

では、このような新規な提案に繋がるようなムーンショット的研究なども考えてもらいた

い。研究開発の守備範囲の広さを維持するだけでなく、“攻撃範囲の拡大”を期待す

る。そのような姿勢が、真のイノベーション創出につながるのではなかろうか？ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

妥当 
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7. 評価委員会の提言に対する原子力機構の措置 
 

中性子及び放射光利用研究開発・評価委員会の提言と原子力機構の措置 
 

物質科学研究センターにおける中性子利用研究開発 
提言 原子力機構の措置 

・選定した課題は、J-PARCなど原子力機構

内部や大学を含む研究機関や産業界との連

携を強化しつつ、積極的かつ組織的に進め

るべき。 

・選定した課題は、J-PARCセンターや先端

基礎研究センターとの連携をさらに強化

し、福島研究開発部門、核燃料・バックエ

ンド研究開発部門など他部門との連携にも

広げます。大学等研究機関とは共同研究等

の連携協力関係をベースにした課題の効果

的な推進や、共通した中性子ビーム利用技

術の高度化に組織的に取り組む体制を構築

します。産業界とも共同研究や受託研究等

を積極的に導入し、また、中性子産業利用

推進協議会等と連携し、産業ニーズの動向

を研究計画に反映させます。 
 

・JRR-3の10年間の停止期間中の世界動向を

適切に取り込むために、物資科学研究セン

ター所管の12台の中性子ビーム利用実験装

置の定期的かつ継続的な評価と、世界の新

技術や革新的技術の導入、及び具体的な目

標設定や情報公開の在り方について検討す

べき。 
 

・中性子関連の総合的な国際会議に加え、

QENS/WINS（準弾性・非弾性散乱）やISSE
（試料環境）等の専門的な国際会議にも積

極的に参加し、世界の技術動向の情報収集

を継続的に行い、中性子ビーム利用実験装

置の高度化を含む将来計画に反映させま

す。その際、目標設定を明確にするととも

に、それに基づいた装置更新状況を本研究

開発・評価委員会にて評価していただきま

す。更に物質科学研究センターやJ-JOINの

WEBページ、JRR-3 Twitter、学会誌など

を活用して装置更新情報を広く周知しま

す。 
 

・リソースが限られている中、JRR-3の特徴

が活かせる課題を着実に行う実施計画を立

て、優先順位を明確にすべき。 
 

・組織内各レベルの会議体（グループ会議や

ディビジョン会議）、センター内セミナー

等の機会の場において、JRR-3の特徴が活

かせる課題の実施計画や優先順位を常に念

頭においた議論を広く重ね、着実な遂行を

目指します。 
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提言 原子力機構の措置 

・必要な人材について人員増を確実に実現で

きる具体的な戦略を検討すべき。大学10兆
円ファンドなど国の施策も注視し、個人ベ

ースだけではなく、組織的な大型予算への

立案を大学等と協力して検討すべき。 

・人的リソース拡充が期待される国の施策へ

の積極的なアプローチや、JRR-3利用にお

ける東大物性研等との更なる協力体制構築

などを通じて、個人ベースだけでなく、組

織的な大型予算への立案を進めます。 

・JRR-3を国内外他機関との共同研究の柱と

するとともに、将来の中性子施設での先端

研究や、中性子実験装置の高度化を担える

人材の育成に注力すべき。 
 

・JRR-3が国内外他機関との共同研究の柱と

なるべく、物質科学研究センターの研究者

は、中性子を利用する自らの先端研究を進

めるだけでなく、装置担当者として装置高

度化技術開発に携わり、技術系職員とも更

に協調する体制を強化してセンター内の技

術継承を着実に遂行します。更に、博士研

究員や特別研究生を積極的に受け入れると

ともに、中性子スクール等も活用し、大学

生等の中性子利用機会を増やします。また、

日本中性子科学会における中性子科学人材

育成WGとも連携し、将来の中性子科学研

究者だけでなく中性子実験装置担当者（研

究者・技術者）の育成にも注力します。 
 

 

7. 評価委員会の提言に対する原子力機構の措置 
 

中性子及び放射光利用研究開発・評価委員会の提言と原子力機構の措置 
 

物質科学研究センターにおける中性子利用研究開発 
提言 原子力機構の措置 

・選定した課題は、J-PARCなど原子力機構

内部や大学を含む研究機関や産業界との連

携を強化しつつ、積極的かつ組織的に進め

るべき。 

・選定した課題は、J-PARCセンターや先端

基礎研究センターとの連携をさらに強化

し、福島研究開発部門、核燃料・バックエ

ンド研究開発部門など他部門との連携にも

広げます。大学等研究機関とは共同研究等

の連携協力関係をベースにした課題の効果

的な推進や、共通した中性子ビーム利用技

術の高度化に組織的に取り組む体制を構築

します。産業界とも共同研究や受託研究等

を積極的に導入し、また、中性子産業利用

推進協議会等と連携し、産業ニーズの動向

を研究計画に反映させます。 
 

・JRR-3の10年間の停止期間中の世界動向を

適切に取り込むために、物資科学研究セン

ター所管の12台の中性子ビーム利用実験装

置の定期的かつ継続的な評価と、世界の新

技術や革新的技術の導入、及び具体的な目

標設定や情報公開の在り方について検討す

べき。 
 

・中性子関連の総合的な国際会議に加え、

QENS/WINS（準弾性・非弾性散乱）やISSE
（試料環境）等の専門的な国際会議にも積

極的に参加し、世界の技術動向の情報収集

を継続的に行い、中性子ビーム利用実験装

置の高度化を含む将来計画に反映させま

す。その際、目標設定を明確にするととも

に、それに基づいた装置更新状況を本研究

開発・評価委員会にて評価していただきま

す。更に物質科学研究センターやJ-JOINの

WEBページ、JRR-3 Twitter、学会誌など

を活用して装置更新情報を広く周知しま

す。 
 

・リソースが限られている中、JRR-3の特徴

が活かせる課題を着実に行う実施計画を立

て、優先順位を明確にすべき。 
 

・組織内各レベルの会議体（グループ会議や

ディビジョン会議）、センター内セミナー

等の機会の場において、JRR-3の特徴が活

かせる課題の実施計画や優先順位を常に念

頭においた議論を広く重ね、着実な遂行を

目指します。 
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物質科学研究センターにおける放射光利用研究開発 
提言 原子力機構の措置 

・特に国民目線からは福島廃炉・環境回復問

題と廃棄放射化物によるエネルギー変換材

料開発などの要請は高く、廃炉計画や高濃

度放射化物廃棄計画に資する成果が望まれ

る。研究課題の確実な実行と、新たな展開

のために、外部機関の要請に応え、連携研

究をより一層活発化することを期待してい

る。 

・第4期中長期計画では、福島第一原発から

取り出される燃料デブリの放射光分析と、

放射線を電気エネルギーに変換する材料の

研究を放射光ディビジョンの中心課題に据

える計画である。燃料デブリ等の研究では、

東京電力や原子力機構内の各所との緊密な

連携により進めていきます。エネルギー変

換材料の研究では、現在進めている英ブリ

ストル大や量子科学技術研究開発機構との

連携研究を足がかりにさらなる発展に取り

組みます。 
 

・自部門の技術的なベンチマークを行い、技

術や機器開発施設の維持管理に関するロー

ドマップを作成し、原子力機構の基本方針

や中長期的な目標を具体化するために、こ

れらの技術をどのように発展させるかを意

識していくことも必要と思われる。 

・技術や機器開発施設の維持管理に関するロ

ードマップを作成し、目指す研究内容とそ

の実現のために必要となる技術的要素の検

討を継続的に行うとともに、技術・高度化

に関する外部機関との連携や共同研究も計

画に入れることや、技術開発を業務の中心

に据える人材の運用等に取り組みます。 
 

・アクチノイド基礎科学は重要なテーマであ

り、放射光ディビジョンで実施すべきテー

マであるが、「全く新しい知見」をうたう

よりも、解明できていない課題を挙げてそ

れにアタックするとした方が、より具体的

になりよいのではかと思われる。 

・超ウラン元素など過去に実験自体がなされ

ていない系については「新しい知見」とい

う性格が強くなると考えるが、例えばウラ

ン化合物のように過去に多くの研究の積み

重ねがある場合、化合物自体が新規物質で

あっても物性メカニズムの理解については

過去の研究で解明できていない課題の延長

上に乗るものがあるはずなので、今後はそ

こを正確に分析して研究に取り組んでいき

ます。 

・放射光と中性子の量子ビームの連携を活か

した研究にも期待したい。 
・これまでも進めてきた放射光と中性子の相

補利用による研究テーマの探索に加え、デ

ータ利活用システム構築などマテリアル

DXにおける連携などに取り組んでいきま

す。 
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提言 原子力機構の措置

・必要な人材の増員については、必要員の素

養に関してもきちんと定義し、年度計画を

立てることなどの検討を推奨する。グロー

バルに通用する人材の育成や産業的なイン

パクトのより一層大きなアウトカム創出の

ための人員確保などに関しても（限られた

リソースの中で）ぜひ考慮していただきた

い。

・人材の増員については、研究計画と照らし

合わせて、どのタイミングでどのような資

質を持つ人材が必要となりそうかの予想を

立て、適切な人員計画を立てることとした

い。研究員の国際会議での発表や外国留学

を増やすことでグローバルに通用する人材

の育成努めます。

・十分な研究資金が運営費交付金によって賄

われることが本来ではある。マテリアル先

端リサーチインフラ事業については有効な

活用をしていくことを期待している。

SPring-8 の高度化計画への対応には、数億

の予算確保（挿入光源など）が必要になる

ので、原子力機構内で予算確保の議論を進

める時期に来ているかと思われる。

・運営費交付金だけでは施設の維持運営費を

捻出するのがギリギリである状況が続いて

おり、施設高度化費用については引き続き

補正予算や外部資金を狙っていきます。マ

テリアル先端リサーチインフラ事業の補正

予算で新しい実験装置を令和4年度に導入

する計画です。SPring-8の高度化計画への

対応資金については、予算確保の検討を進

めます。

・福島環境回復研究は各機関で行われており、

原子力機構ならではの成果の発信にも期待

したい。

・原子力機構の福島環境回復研究では、放射

光分析などのツールの有効活用により、特

異吸着点に有効に作用するCs脱離法の開発

を進めることで、他ではできない研究成果

を挙げて発信に取り組みます。また福島環

境回復は、次世代に引き継ぐ長期事業であ

り、次世代の人材育成が不可欠です。原子

力機構に蓄積された科学的知見と福島の現

状について国内の複数の大学での講義を通

じて、人材育成活動を今後も継続していき

ます。

・アカデミアとの連携については、機関ごと

に具体的な連携内容や連携の方向性を整理

すると良い。

・大学等アカデミアとの連携については個々

の研究者が個人ベースで関係性を作ってい

るものも多いのが現状であるが、今後も組

織としてのマネジメントをしっかりと行

い、より効果的な連携に導くように取り組

みます。

 

物質科学研究センターにおける放射光利用研究開発 
提言 原子力機構の措置 

・特に国民目線からは福島廃炉・環境回復問

題と廃棄放射化物によるエネルギー変換材

料開発などの要請は高く、廃炉計画や高濃

度放射化物廃棄計画に資する成果が望まれ

る。研究課題の確実な実行と、新たな展開

のために、外部機関の要請に応え、連携研

究をより一層活発化することを期待してい

る。 

・第4期中長期計画では、福島第一原発から

取り出される燃料デブリの放射光分析と、

放射線を電気エネルギーに変換する材料の

研究を放射光ディビジョンの中心課題に据

える計画である。燃料デブリ等の研究では、

東京電力や原子力機構内の各所との緊密な

連携により進めていきます。エネルギー変

換材料の研究では、現在進めている英ブリ

ストル大や量子科学技術研究開発機構との

連携研究を足がかりにさらなる発展に取り

組みます。 
 

・自部門の技術的なベンチマークを行い、技

術や機器開発施設の維持管理に関するロー

ドマップを作成し、原子力機構の基本方針

や中長期的な目標を具体化するために、こ

れらの技術をどのように発展させるかを意

識していくことも必要と思われる。 

・技術や機器開発施設の維持管理に関するロ

ードマップを作成し、目指す研究内容とそ

の実現のために必要となる技術的要素の検

討を継続的に行うとともに、技術・高度化

に関する外部機関との連携や共同研究も計

画に入れることや、技術開発を業務の中心

に据える人材の運用等に取り組みます。 
 

・アクチノイド基礎科学は重要なテーマであ

り、放射光ディビジョンで実施すべきテー

マであるが、「全く新しい知見」をうたう

よりも、解明できていない課題を挙げてそ

れにアタックするとした方が、より具体的

になりよいのではかと思われる。 

・超ウラン元素など過去に実験自体がなされ

ていない系については「新しい知見」とい

う性格が強くなると考えるが、例えばウラ

ン化合物のように過去に多くの研究の積み

重ねがある場合、化合物自体が新規物質で

あっても物性メカニズムの理解については

過去の研究で解明できていない課題の延長

上に乗るものがあるはずなので、今後はそ

こを正確に分析して研究に取り組んでいき

ます。 

・放射光と中性子の量子ビームの連携を活か

した研究にも期待したい。 
・これまでも進めてきた放射光と中性子の相

補利用による研究テーマの探索に加え、デ

ータ利活用システム構築などマテリアル

DXにおける連携などに取り組んでいきま

す。 
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提言 原子力機構の措置

・技術・知識基盤プラットフォームの構築・

提供においても原子力機構のミッションと

著しく乖離することが無いよう配慮するこ

とが必要と思われる。

・放射光ディビジョンが技術・知識基盤プラ

ットフォームの構築・提供として参画して

いるマテリアル先端リサーチインフラ事業

において、原子力機構はエネルギー変換マ

テリアルに関する技術領域に属しており、

原子力機構ならではのエネルギー材料開発

という視点を常に持ちながらプラットフォ

ーム運営に努めます。
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J-PARCセンター物資・生命科学ティビジョンにおける中性子利用研究開発 
提言 原子力機構の措置 

・データ駆動科学の積極的取り込みについて

は評価できるが、効率的実験プロセスへの

活用のみならず、計測データからの新たな

情報抽出についても積極的活用を検討する

こと。 

・データ駆動型科学のより積極的な取組とし

て、効率的実験プロセスへの活用とともに、

よりデータ駆動科学のメリットが見える研

究として、計測データから新たな情報を抽

出する手法の研究にも積極的に取り組みま

す。 
 

・戦略的な課題である「データ駆動型科学」

の推進などの新たな取組には、ぜひ人材を

確保し拡充する方向で進めること。 

・「データ駆動型科学」の推進するにあたり、

国内外専門家、コーディネータからの助言

を受け、共同研究を進める組織を構築し、

物質・生命科学実験施設（MLF）内の研究

者、装置グループ内のデータ科学の人材育

成、向上に取り組みます。 

・施設を供用している組織との緊密な連携、

特にJRR-3との連携（組織、装置、運用の

面で）を率先して行うことは、中性子コミ

ュニティーにおいて重要課題と考える。中

性子科学全体を俯瞰した適切な装置の入替

えや将来的な中性子源についての計画を作

成することが必要。 

・MLF2030の議論を継続しつつ、学術界に

おける日本中性子科学会の中性子科学推進

委員会、産業界における中性子産業利用推

進協議会等との意見交換を重視しながら、

MLFの主体的な将来計画の作成とその提

示に取り組みます。その際には、JRR-3や
小型中性子源などの他施設・他機関との連

携を重要課題として踏まえます。 

・MLFの世界最高強度のパルス中性子と最先

端の装置を利用した研究開発で、プロジェ

クト研究などトップダウン型研究により、

新規提案を進め、積極的な研究領域の拡大

を図るべき。 

・原子力機構の先導的研究を推進する枠組み

として、プロジェクト研究グループを組織

し、スタッフによる発案、学術界、産業界

との連携によって、社会のニーズに柔軟に

対応する積極的な研究展開に取り組みま

す。 

 

提言 原子力機構の措置

・技術・知識基盤プラットフォームの構築・

提供においても原子力機構のミッションと

著しく乖離することが無いよう配慮するこ

とが必要と思われる。

・放射光ディビジョンが技術・知識基盤プラ

ットフォームの構築・提供として参画して

いるマテリアル先端リサーチインフラ事業

において、原子力機構はエネルギー変換マ

テリアルに関する技術領域に属しており、

原子力機構ならではのエネルギー材料開発

という視点を常に持ちながらプラットフォ

ーム運営に努めます。
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付録 
 
 

原子力機構の研究開発の取組の基本方針案（評価室作成） 
 

事前評価資料（物質科学研究センター・J-PARC センター作成） 
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第４期中⻑期⽬標期間における
原⼦⼒機構の研究開発の取組の基本⽅針案

令和３年9⽉27⽇
国⽴研究開発法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構

⽬ 次

Ⅰ．原⼦⼒機構を取り巻く社会情勢の変化
1. 近年の社会情勢の変化と今後の変⾰へ向けた動向
2. 原⼦⼒開発・利⽤を取り巻く状況

Ⅱ．原⼦⼒機構の果たすべき役割
1. 国⽴研究開発法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構の⾒直し内容について
2. 第３期中⻑期⽬標期間における機構業務の成果・課題と第4期に向けた⽅向性(案)
3. 産官学における機構の果たすべき役割

Ⅲ．第4期中⻑期⽬標期間に向けた原⼦⼒機構の取組の基本⽅針案
1. 今後の原⼦⼒機構の取組に向けた基本的考え⽅
2. 研究開発⼒強化のための研究基盤・環境の構築・運営・⾼度化と⼈材育成に向け

た取組

（次⾴以降の凡例︓第4期で新たに取組む事項及び第3期の取組を強化する事項については、オレンジ縁取り⽂字で⽰す）

1
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Ⅰ．原⼦⼒機構を取り巻く社会情勢の変化
1. 近年の社会情勢の変化と今後の変⾰へ向けた動向

2

 第6期科学技術・イノベーション基本計画
（2021年（令和3年）3⽉26⽇閣議決定）

 Society 5.0※
⇒直⾯する脅威や先の⾒えない不確実な状況に対し、

持続可能性と強靭性を備え、国⺠の安全と安⼼を
確保するとともに、⼀⼈ひとりが多様な幸せを
実現できる社会

カーボンニュートラル実現へ向けた取組がカーボンニュートラル実現へ向けた取組が
世界規模で加速している
(SDGsの⽬標13︓気候変動に関連）

Society 5.0Society 5.0 の実現を⽬指すための
科学技術イノベーション創出が不可⽋な
時代となっている

出典︓内閣府ホームページ
https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/society5_0.pdf

⇒Society 5.0の実現に必要なもの
・サイバー空間とフィジカル空間の融合による持続可能で

強靱な社会への変⾰
・新たな社会を設計し、価値創造の源泉となる「知」の創造
・新たな社会を⽀える⼈材の育成

 世界規模のカーボンニュートラルに向けた動き
（⽶国、EU、中国等）

 2050年カーボンニュートラル宣⾔
（2020年10⽉26⽇菅総理所信表明演説）

「2050年カーボンニュートラルに伴う
グリーン成⻑戦略」改定（2021年6⽉18⽇）

エネルギー基本計画の改定(2021年8⽉4⽇基本政策分科会にて素案提⽰）

・2030年エネルギーミックス⽬標︓原⼦⼒20〜22%(現⾏⽔準維持)
【脱炭素電源割合(原⼦⼒＋再エネ)︓約60%(現⾏︓約46%) 】

・原⼦⼒
 実⽤段階にある脱炭素化の選択肢
 安全性確保を⼤前提に、⻑期的なエネルギー需給構造の安定性に

寄与する重要なベースロード電源
 必要な規模を持続的に活⽤していく

「地球温暖化対策計画」の改定（環境省・経産省にて検討中）
⇒COP26 (2021年11⽉開催)までに⽇本のNDC（国が決定する貢献）の追加

情報として国連へ提出予定

 気候変動サミットにて
2030年度温室効果ガス
排出量46%削減 (2013年度⽐)
⽅針を表明（2021年4⽉22⽇）

※サイバー空間とフィジカ
ル空間を⾼度に融合させた
システムにより、経済発展
と社会的課題の解決を両⽴
する⼈間中⼼の社会
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Ⅰ．原⼦⼒機構を取り巻く社会情勢の変化
2. 原⼦⼒開発・利⽤を取り巻く状況

脱炭素電源である原⼦⼒技術の
イノベーションが期待されている

原⼦⼒⼈材の確保・育成強化、新たな研究原⼦⼒⼈材の確保・育成強化、新たな研究
開発システムの構築が求められている

政府は、原⼦⼒を確⽴した脱炭素電源として、安全
性を⼤前提に⼀定規模の活⽤を⽬指すとしている※1

GTHTR300C PRISM（311MWe）

出典︓経済産業省第36回基本政策分科会資料
（2021年1⽉27⽇）︓
https://www.enecho.meti.go.jp/ 
committee/council/basic_policy_subco
mmittee/036/036_005.pdf

⇒原⼦⼒研究開発や廃炉のための⼈材育成基盤は脆弱化
しつつあり、原⼦⼒⼈材育成の強化が求められている

⇒⼈材育成・産業界への貢献のための研究開発基盤を維持・発展
させたオープンファシリティプラットフォーム(OFP)構築・提供
や、研究開発のDX(Digital Transformation)化の推進が望まれる

⇒国内で再稼働した原発は10基（設置変更許可取得済︓6基、
新規制基準審査中︓11基）→引き続き、安全最優先での
再稼働に向けて取組中

⇒プルサーマル計画では、2030年度までに少なくとも
12基（約1370万kW※2）での実施を⽬指している

⇒原⼦⼒は、⾼い技術⾃給率を有し、エネルギーセキュリティ、
エネルギーレジリエンスの向上(電⼒需給逼迫に向けた対応等)
に貢献可能
・2040年代以降、設備容量は⼤幅に減少する⾒通し

→2030年の設備容量を維持するためには、新増設、リプレース
（全体で13基※3）が必要

⇒⾼温ガス炉HTTR を活⽤したカーボンフリー⽔素製造技術
開発の推進

⇒海外で進む次世代⾰新炉開発
（⼩型炉（SMR））への参画※４

（2030年頃までに⽇本企業が
主要サプライヤーの地位を獲得）

※2 電事連が公表したプルトニウム利⽤
計画（2021年2⽉26⽇）において
プルサーマルの実施を想定している
原⼦炉の出⼒の合計

※3 60年運転を仮定した場合の2030年
の原⼦炉の設備容量を、2050年まで
維持することとした場合に必要と
なる新増設、リプレースの基数

※1 経済産業省第35回基本政策分科会資料
（2020年12⽉21⽇）から

3

※4 2050年カーボンニュートラルに伴う
グリーン成⻑戦略に基づく

社会課題解決につながるオープン・イノベー社会課題解決につながるオープン・イノベー
ションの推進に向けた取組※5が期待されている
⇒試験研究炉等を使⽤したRI製造の取組※5

・運⽤再開したJRR-3では、医療⽤の放射性同位体製造を再開予定
・「常陽」は、世界的にも希少な医療⽤放射性同位体を、⼤量製造

することが可能であり、先進的ながん治療等への貢献が期待される※6 

※5 成⻑戦略フォローアップ（2021年6⽉18⽇閣議決定）に基づく
※6 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成⻑戦略（2021年6⽉18⽇改定）に基づく
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Ⅱ．原⼦⼒機構の果たすべき役割
1. 国⽴研究開発法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構の⾒直し内容について*①

4

○安全性向上等の⾰新的技術開発によるカーボンニュートラルへの貢献
• 軽⽔炉の安全性向上等に係る研究開発
• ⾼速炉や⾼温ガス炉といった新型炉に関する研究開発
• 核燃料サイクルに関する研究開発
• 持続的なエネルギー基盤・成⻑基盤の構築や2050 年カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現への

原⼦⼒科学技術固有の貢献

○原⼦⼒科学技術に係る多様な研究開発の推進によるイノベーションの創出
• ⾼速炉や⾼温ガス炉といった新型炉に関する研究開発
• JRR-3やJ-PARC等の技術基盤を活⽤した幅広い基礎基盤研究
• 研究開発成果の社会実装や、原⼦⼒以外の分野を含む産学官の共創によるイノベーション創出への取組

の強化
• 研究開発環境のDXを進めることによる⾰新的な原⼦⼒イノベーションの持続的創出

○産業界や⼤学等と連携して我が国全体の研究開発や⼈材育成に貢献するために必要な
プラットフォーム機能の充実
• ⼤型の原⼦⼒研究施設の維持・⾼度化・共⽤や知識基盤等の整備・共同利⽤
• ⼤学や産業界と連携した原⼦⼒⼈材の育成
• 核燃料サイクル事業をはじめとする⺠間の原⼦⼒事業者への⽀援・連携強化
• 核不拡散・核セキュリティの強化に向けた取組をはじめとした国内外への貢献

○東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所の廃炉に向けた取組の着実な推進
• 廃炉現場の課題解決につながる基礎基盤研究の推進
• 原⼦⼒機構のバックエンド活動との緊密な連携

中⻑期⽬標の⽅向性（研究開発関連）中⻑期⽬標の⽅向性（研究開発関連）

*⽂部科学省、経済産業省、原⼦⼒規制委員会（令和３年８⽉２７⽇）

Ⅱ．原⼦⼒機構の果たすべき役割
1. 国⽴研究開発法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構の⾒直し内容について*②

5

○⾼レベル放射性廃棄物の処理処分に関する技術開発の着実な実施
• 幌延深地層研究センター等における研究成果の活⽤、総合的、計画的かつ効率的な技術開発の推進、処分

に係る技術的信頼性の更なる向上

○安全を最優先とした持続的なバックエンド対策の着実な推進
• 持続的なバックエンド対策を進めるために必要な体制の強化
• ⻑期間にわたる廃⽌措置マネジメントに必要な情報（リスクの把握・対応策、予算、⼈材育成・知識継承

等）を含む具体的計画の策定
• 研究施設等廃棄物の埋設実現に向けた具体的対策（⽴地対策、廃棄体受⼊基準等）の推進

○原⼦⼒安全規制及び原⼦⼒防災に対する⽀援とそのための安全研究の推進
• 原⼦⼒安全規制⾏政への技術的⽀援に係る業務を⾏うための技術的能⼒の向上
• 当該業務の実効性、中⽴性及び透明性を確保しつつ、規制技術⽀援機関（TSO）としての貢献
• 原⼦⼒災害時における原⼦炉⼯学、放射線防護等の専⾨家を派遣する指定公共機関として、技術⼒の向上

と必要な体制維持

⇒ 原⼦⼒機構の果たすべき役割を具体的かつ明確に記載
⇒ 達成すべき内容や⽔準等を分野の特性に応じて具体化した指標を設定
⇒ 社会的課題の解決や多様な価値の創造に貢献できるよう、「総合知」の創出・

活⽤の観点を重視

中⻑期⽬標の⽅向性（研究開発関連）中⻑期⽬標の⽅向性（研究開発関連）

*⽂部科学省、経済産業省、原⼦⼒規制委員会（令和３年８⽉２７⽇）

JAEA-Evaluation 2022-013

- 31 -



0

1000

2000

3000

4000

5000

2015 2016 2017 2018 2019 2020

JAEAの論⽂等の推移

査読付論⽂ 査読無論⽂

報告書 ⼝頭発表

年度

件
数

※

6

Ⅱ．原⼦⼒機構の果たすべき役割
2. 第３期中⻑期⽬標期間における機構業務の成果・課題と第4期に向けた⽅向性(案)①

 研究成果

 施設稼働
NSRR（令和元年度）、JRR-3（令和２年度）の運転再開
J-PARC 90%以上の稼働率を達成
HTTRは新規制基準に適合した設置変更許可等を取得し、令和3年7⽉に運転再開の⾒通しを得た

 廃⽌措置
 「もんじゅ」の廃⽌措置について、燃料体取出しを当初計画を上回るペースで進捗させ、

余裕ある⼯程を実現できた。「ふげん」の解体作業等を事故トラブルなく安全に進捗させた。

 マネジメント
理事⻑によるPDCA サイクルを構築・実施し、 MVS､BSCの導⼊､指標(KPI)による進捗確認を実施した
業務の合理化・IT化（QRコードによる物品管理（約8,000時間/年の省⼒化⾒込み）、事務系部⾨のマニュアルの整理統廃合
（マニュアル件数 447件→320件））、機構内⼿続の電⼦化（約2万件の機構内⽂書の電⼦化を推進し、印鑑等の使⽤を原則廃⽌とした））を実施した。
安全強化＋バックエンド対策の着実な実施により、研究開発機能の維持・発展を⽬指すため、「施設中⻑期計画」及び「バックエンドロードマップ」

を策定（平成28年度、平成30年度）した。
将来ビジョン「JAEA 2050 +」の策定、「イノベーション創出戦略」の改定を⾏うとともに、JAEA技術サロンを開催し、将来的に顕著な成果

の創出が期待できる環境を整備した。「国際戦略」を策定し、戦略的な国際協⼒、機構の国際拠点化を進めた。
理事⻑裁量経費として経営資源のシーズへの積極的な投資を実施（計38件）（平成30年度〜）した。

＜福島第⼀原⼦⼒発電所（１F）事故の対処＞
福島復興のための環境中の放射性セシウム動態評価⼿法を開発し、
復興計画策定の基盤情報に寄与した。⽔中のβ線リアルタイムモニタリング
技術を開発し、１F現場へ実装した。また、1F廃炉を合理的に進めるため、
1F現場ニーズを整理した基礎・基盤研究の全体マップを作成、更新した。

＜原⼦⼒規制⾏政⽀援、安全研究＞
研究成果が⽶国機械学会の基準に採⽤される等、国際的に⾼い⽔準の
研究成果を創出するとともに、原⼦⼒防災に対する⽀援を拡⼤させた。

＜原⼦⼒安全性向上、核不拡散・核セキュリティ＞
事故発⽣リスクの低減、事故拡⼤防⽌、既設炉の廃炉の安全な実施に
つながる顕著な研究成果を創出し、産業界等に提供した。

＜原⼦⼒基礎基盤研究＞
科学的意義の⼤きい成果（ローレンシウムの第1イオン化エネルギーの
測定に成功等）、機構内外のニーズに適合する成果（J-PARCを

⽤いて開発された新しいエコタイヤが住友ゴム⼯業（株）から製品化、
アルミ酸化膜を⽤いた新しい不揮発メモリの電⼦状態の観測に成功、
廃棄豚⾻を利⽤した安価で⾼性能な環境除染材料の開発等）を創出した。
また、⽶国ORNLと共同で、原⼦特性や物理特性などが未だほとんど
不明である99番元素アインスタイニウムを⽤いた実験を開始した。

＜⾼速炉・新型炉＞⾼速炉に関する⽇仏共同研究開発、ARKADIA開発、
規格基準整備・国際標準化の取組を推進した。⾼温ガス炉技術の
国際標準化に⼤きく貢献した。

＜核燃料サイクル＞
ガラス固化処理技術の技術成熟度向上及び運転ノウハウの⽇本原燃への
反映、新たなMA分離技術の創出、⻑寿命材料の開発による⾼速炉
核変換実現に貢献した。地層処分技術に関する研究開発の成果が
「科学的特性マップ」や「包括的技術報告書」に反映され、国、NUMO
が進める地層処分事業に貢献した。

第３期の主な成果第３期の主な成果

↑量研機構へ⼀部移管・統合

Ⅱ．原⼦⼒機構の果たすべき役割
2. 第３期中⻑期⽬標期間における機構業務の成果・課題と第4期に向けた⽅向性(案)②

7

 我が国のエネルギー政策及び科学技術政策上の⾃らの役割を明確にし、安全確保を業務の最優先事項としつつ、
⼤学、産業界との連携を強化しながら、経営資源の有効活⽤と全体最適化に留意し、研究開発や廃⽌措置を推進し、
その成果を最終的に広く産業界に橋渡しするイノベーション創出活動に取り組む

 カーボンニュートラルに必須となる原⼦⼒の研究開発・利⽤を⽀える技術・知識基盤プラットフォームを構築し、
原⼦⼒の持続的利⽤に貢献する国内の研究開発・⼈材育成に関する総⼒結集の要として、我が国全体の原⼦⼒利⽤
に積極的に貢献していく

 先進原⼦⼒技術の研究開発や研究開発基盤の活⽤等のための国際連携を推進するとともに、国内外の原⼦⼒分野の
⼈材育成、核不拡散・核セキュリティの分野で引き続き世界に貢献していく

 使命を終えた施設の廃⽌措置を、研究開発活動と両⽴させながら安全かつ着実に進める

第４期に向けた⽅向性（案）第４期に向けた⽅向性（案）

 課 題
業務の実施に際しては安全の確保が厳しく求められ、原⼦⼒規制委員会の厳格な基準に基づく施設の運営等が必要

→  他の研究開発法⼈とは異なるミッションを、厳しい安全確保の下で進めていくことが求められている
運営費交付⾦・職員数が横ばい状態

→ 外部資⾦の確保、業務の⼀層の合理化・効率化によるコスト削減、欧⽶を中⼼とした国際的な連携を
進めながら、安全確保を前提に、安全対策(新規制基準に基づく安全対策、施設・設備の⽼朽化対策)を
図りつつ、研究開発活動と廃⽌措置活動を両⽴していくことが今後の経営課題

→ 原⼦⼒機構しか持ちえない⼤型実験施設等の技術・知識基盤を有効に活⽤した、多様な分野における
産業界や⼤学の「組織対組織」の連携強化を図り、イノベーションを創出していく必要がある

→ ダイバーシティの推進、原⼦⼒⼈材の他、イノベーション創出やDXに対応できる⼈材の育成にも取り組む必要がある

第３期の課題第３期の課題
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Ⅱ．原⼦⼒機構の果たすべき役割
3. 産官学における機構の果たすべき役割

将来ビジョン「JAEA 2050 +」の実践に向けて、「新原⼦⼒」＊実現に向けた研究開発を
横断的かつ戦略的に推進する

 我が国の政策上の課題解決に貢献するために、産官学の役割分担の下、国内の
⼈材育成・総⼒結集の要として、様々なセクターやステークホルダーとの対話
(推進側/規制側)、最先端の異分野技術の取り込み、多様な分野との協働、
⼈材交流等を進めながら将来を⾒据えた様々な研究開発を推進し、最終的に
成果を広く産業界へ橋渡しする

⇒⺠間の研究・技術開発対応を⽀援し、その成果を社会実装するための
知識基盤・プラットフォーム（ホット施設等の供⽤含む）の構築・提供を⾏う

⇒原⼦⼒を⽀える⼈材を育成する（⼤学、⺠間含む）

⇒2050年カーボンニュートラル実現を含む
「S+3E」と社会的課題の解決に応える原⼦⼒
科学技術システムの構築を⽬指す

⇒研究DX等、Society 5.0実現に向けて取り組む
⇒上記に必要なマネジメントを強化する

上記取組においては、⼈材確保・育成のためにも将来を⾒据えた原⼦⼒政策構築と、相応の資源投⼊が必要。
国においては、引き続き確固たる原⼦⼒利⽤を明確にした政策構築と資源確保に向けた継続的⽀援を、⺠間
においては、JAEAがニーズに応える取組のための相応の関与を期待したい。

持続可能な原⼦⼒利⽤に向けたJAEAの役割持続可能な原⼦⼒利⽤に向けたJAEAの役割

＊ 「新原⼦⼒」︓最先端の異分野技術を
取り込みつつ、原⼦⼒エネルギー分野
及び放射線利⽤分野での研究開発を
推進するとともに、⾮原⼦⼒分野への
成果の応⽤も積極的に推進し、産業界
への橋渡しを⾏う新たな取組

8

Ⅲ．第4期中⻑期⽬標期間に向けた原⼦⼒機構の取組の
基本⽅針案

1. 今後の原⼦⼒機構の取組に向けた基本的考え⽅

研究開発活動の基本的な考え⽅研究開発活動の基本的な考え⽅

廃⽌措置業務の基本的な考え⽅廃⽌措置業務の基本的な考え⽅

 原⼦⼒以外の⼀般産業等における
最先端の技術、研究開発⼿法を積極的
に取り⼊れる（⾃前主義の脱却)

 強みを伸ばし、弱みを強化
 強み︓各種施設の保有、知⾒・技術の保有 等
 弱み︓オープンイノベーションの取組不⾜、

外部との「組織対組織」の連携 等
 シーズとニーズのバランスを考慮して

活動
 ⺠間や⼤学では実施困難で開発に⻑期

を要する研究を推進（Puの活⽤など）
 ⺠間の開発活動を⽀援(ニーズ調査や試験・分析

データ測定、⺠間データとの有機的連携や知識融合を含む)、
技術・知識基盤プラットフォーム(施設・
解析コード、核データライブラリ等)を⾼度化して
⺠間等へ広く提供・サービス向上

廃⽌措置
業務

研究開発
活動

 三位⼀体の計画を推進
 研究開発機能の集約化・重点化
 施設の安全確保
 バックエンド対策

 廃⽌措置のプロジェクトマネジメント体制
の構築及び強化

 デコミッショニング改⾰のための
イノベーション

 埋設に向けた廃棄体化等に必要な基準整備
及び技術開発

 埋設事業の推進 9

安全確保を業務運営の最優先事項として、
社会的約束の履⾏、経営資源確保の努⼒等
を推進しつつ、
研究開発活動・廃⽌措置業務を両⽴して
推進することを⽬指す

JAEA-Evaluation 2022-013

- 33 -



「イノベーション創出戦略(改定版)」に基づき、マネジメント強化、オープンイノベーションの
取組の強化、社会実装の強化、⼈材育成の強化に取組み、産業界への技術移転、橋渡しを推進する

(1)研究基盤の強化と社会からの信頼の確保のための活動
①イノベーション創出に向けた取組(1/3)

 社会変⾰に必須のイノベーション創出
(新たな価値の創造)のため以下に取り組む
① マネジメントの強化
② オープンイノベーションの取組の強化
③ 社会実装の強化
④ イノベーション⼈材育成の強化

 「イノベーション創出戦略(改定版)」に基づき、
アクションプランを実践していく
 オープンファシリティプラットフォーム(OFP)

の構築等を通じた機構の研究開発基盤の提供
 組織対組織連携強化を含む外部との連携強化
 ベンチャー創出を⽬指した⽀援制度の充実
 新たな価値の創出に向けた研究開発
 イノベーション⼈材の確保
 コーディネート活動の活性化
 組織・体制の整備
 機構内予算・機構外公的グラントの効率的活⽤

10

Ⅲ．第4期中⻑期⽬標期間に向けた原⼦⼒機構の取組の基本⽅針案
2. 研究開発⼒強化のための研究基盤・環境の構築・運営・⾼度化と⼈材育成に向けた

取組

(1)研究基盤の強化と社会からの信頼の確保のための活動
①イノベーション創出に向けた取組(2/3)

第４期中⻑期⽬標期間中は、特に、オープンファシリティプラットフォーム(OFP)による
「共創の場」の構築とベンチャー創出を⽬指した⽀援制度の充実に取り組む

⼀般分析機器等も含めた機構の有する施設・
設備・機器の利⽤促進を図り、オールジャパン
でのイノベーション創出に貢献していく
政府事業への参画を通じて、機構が有する

技術基盤等をプラットフォームとして活⽤
することにより、産業界との協働を進める
機構と産業界が資⾦と⼈とテーマを持ち寄り、

組織対組織での⼤型の共同研究を推進する

OFP総合窓⼝ＷＥＢ（ワンストップ窓⼝化）

中性⼦施設
（中性⼦利⽤プラットフォーム）

供⽤10施設
・施設固有技術相談
・技術⽀援等共⽤法施設

JRR-3

供⽤施設
相補利⽤

J-PARC

（例）

⼀般
分析機器

 オープンファシリティプラットフォーム
(OFP)による「共創の場」の構築

 ベンチャー創出を⽬指した⽀援制度の充実
ベンチャー創出を促し、事業化を⽀援することで、

研究開発成果の普及と社会実装を促進し、
研究開発成果の最⼤化に寄与する。

11

Ⅲ．第4期中⻑期⽬標期間に向けた原⼦⼒機構の取組の基本⽅針案
2. 研究開発⼒強化のための研究基盤・環境の構築・運営・⾼度化と⼈材育成に向けた

取組
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研究開発⼒とマネジメント機能を強化して、原⼦⼒以外の分野へのスピンオフを含め、
Society 5.0実現に向けた様々な分野におけるイノベーション創出を⽬指す
科学技術・イノベーション基本計画の政策
において、機構に関連する項⽬ 機構が取り組む研究テーマ例

地球規模課題の克服に向けた社会変⾰と
⾮連続なイノベーションの推進

 原⼦⼒エネルギー利⽤、⽔素製造等
 省エネ・蓄エネ・創エネや環境問題に貢献するスピントロニクス研究等
 循環経済への移⾏に向けた有⽤⾦属/有害物質の分離研究

レジリエントで安全・安⼼な社会の構築
 環境動態研究、地層処分技術に関する研究開発で培った技術の災害防⽌への

応⽤
 極限環境での⾃動化・⾃⽴化
 核不拡散・核セキュリティ強化

多様で卓越した研究を⽣み出す環境の
再構築（基礎研究・学術研究の振興）

 原⼦⼒科学技術による新知⾒の創出(⼤強度イオンビームで拓く原⼦核科学
の新展開、新奇物質の創⽣等)

 医療(RI製造及びRIの核医学への応⽤)
 ⼯業(中性⼦実験と計算科学の融合による新規材料・素材開発)
 その他多様な分野(超⼩型AMSの環境、材料⼯学、医学へ展開等)

新たな研究システムの構築
（オープンサイエンスとデータ駆動型

研究等の推進）

 安全性向上のためのデジタルツイン開発
 知識基盤のデジタル化・AI技術導⼊によるプラント最適化⼿法の整備
 １F廃炉における被ばく線量低減に向けたデジタル化
 地層処分技術に関する研究開発でのビッグデータ活⽤によるデジタルツイン

技術開発

(1)研究基盤の強化と社会からの信頼の確保のための活動
①イノベーション創出に向けた取組(3/3)

12

Ⅲ．第4期中⻑期⽬標期間に向けた原⼦⼒機構の取組の基本⽅針案
2. 研究開発⼒強化のための研究基盤・環境の構築・運営・⾼度化と⼈材育成に向けた

取組

DX技術⼒の底上げを⾏い、研究のDX化、供⽤施設のリモート化・スマート化を推進する

 供⽤施設の⾼度化・利便性向上
 JRR-3及びJ-PARC MLFにおけるリモート化・スマート化の推進
 コロナ禍も踏まえ、研究開発の遠隔・⾃動化に取り組む

 原⼦⼒分野におけるDX化によるイノベーション創出を加速（新たな価値創出）
（DX関連の共通的取組）

 AI、DX等の最新技術の取り込み及び機構内への展開によるDX化の促進
 先端的計算科学研究（分野横断的計算科学基盤技術、⾼精度シミュレーション技術）の推進

（個別取組）
 原⼦⼒機構の強みを⽣かしたDX研究の強化、研究開発の効率化・コスト低減（デジタルツイン※

の開発）

 AI⽀援型⾰新炉ライフサイクル最適化⼿法（ARKADIA）の整備
 １F廃炉における被ばく線量低減のためのデジタル化技術開発
 地層処分技術開発にかかるデジタル化技術の開発

(1)研究基盤の強化と社会からの信頼の確保のための活動
②研究のDX化、供⽤施設のリモート化・スマート化

13

※リアル（物理）空間にある情報をIoTなどで集め、送信されたデータを
元にサイバー（仮想）空間でリアル空間を再現する技術

Ⅲ．第4期中⻑期⽬標期間に向けた原⼦⼒機構の取組の基本⽅針案
2. 研究開発⼒強化のための研究基盤・環境の構築・運営・⾼度化と⼈材育成に向けた

取組
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(1)研究基盤の強化と社会からの信頼の確保のための活動
③もんじゅサイト試験研究炉の検討、照射機能の維持強化（JMTR後継炉等）

新たな試験研究炉の検討を進めることにより、
今後の社会ニーズや⼈材育成に必要な
新たな研究基盤の早期実現を⽬指す

もんじゅサイト試験研究炉イメージもんじゅサイト試験研究炉イメージ
 JAEAの有する試験研究炉は、科学技術、産業の発

展に必要不可⽋な研究基盤施設として、原⼦⼒の研
究・開発、⼈材育成、研究者・学⽣の研究・教育の
他、産業、医療に利⽤されている
 Society5.0の実現に向けて、多様なイノベーション

を加速していくため、多様で卓越した研究を⽣み出
す環境の再構築の⼀つとして、次世代の原⼦⼒の研
究開発を担う新たなコンセプトの試験研究炉の創⽣
が必要不可⽋である

 試験研究炉を利⽤した医療⽤RI等の安定供給が期待
されている

 もんじゅサイト試験研究炉の検討
 今後の原⼦⼒研究や⼈材育成を⽀える基盤となる中核

的拠点を形成するための新たな試験研究炉の概念設計
を実施中（2020〜2022年度）

 照射機能の維持強化（JMTR後継炉等）
 ⾰新的な原⼦炉開発、RI安定供給等に資するため、

国内既存炉（JRRｰ3、常陽）、海外炉（JHR、ATR、
BR-2等）を活⽤し、照射機能の維持強化を図ると共
に、JMTR後継炉等の早期建設に向けた検討を進める。 14

Ⅲ．第4期中⻑期⽬標期間に向けた原⼦⼒機構の取組の基本⽅針案
2. 研究開発⼒強化のための研究基盤・環境の構築・運営・⾼度化と⼈材育成に向けた

取組

JAEAが有する試験研究炉等の現状

15

(1)研究基盤の強化と社会からの信頼の確保のための活動
④国際連携の推進

 先進原⼦⼒技術の研究開発や研究開発基盤の活⽤のための国際連携
 ⽶国、欧州諸国を中⼼とした戦略的な連携を推進する
 ⺠間と協働した重層的国際連携により、機構技術の海外展開活動を促進する
 外部資⾦獲得のため、機構のユニークな研究施設の利⽤を促進する
 原⼦⼒安全等海外の原⼦⼒関連情報を国内関係者へ共有する体制を強化する

 地球規模課題の克服に向けた社会変⾰のための新型炉等、機構が開発した原⼦⼒技術
の国際展開
 ⺠間SMRや⾼温ガス炉等の導⼊に関する⽀援機関として、連携の可能性を追求する
 対海外の窓⼝としての⼀元的管理の機能を担うことを⽬指す

 廃⽌措置や廃棄物管理のための先⾏国の知⾒、インフラ等の活⽤
 機構のリソースが制約される中、海外の技術的知⾒等を積極的に活⽤する
 社会科学的側⾯も含めた廃棄物管理シナリオの国際的議論を通じて、我が国の廃棄物管理戦略

に貢献する

最新の海外動向を踏まえ、国内外への貢献を⽬指して、国際連携を強化する

Ⅲ．第4期中⻑期⽬標期間に向けた原⼦⼒機構の取組の基本⽅針案
2. 研究開発⼒強化のための研究基盤・環境の構築・運営・⾼度化と⼈材育成に向けた

取組
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(2)⼈材育成（原⼦⼒⼈材、イノベーション⼈材）
⼈材確保に向けた⾼等教育機関との連携や、国内外の⼈材育成を推進し、
原⼦⼒の将来を担う多様な分野で活躍できる⼈材の確保・育成機能を強化する

サイエンスカフェ会場の様⼦サイエンスカフェ会場の様⼦

 将来の原⼦⼒を担う⼈材の確保・育成
 これまでの⼈材育成の取組の継続・強化

 ⼤学教育でのJAEA施設の利活⽤促進
 社会ニーズを踏まえた⼈材育成制度の改定の検討
 廃⽌措置を含むJAEAの⼈材育成体制の整備検討
 機構と他国研・⼤学・⺠間の間での⼈材交流活性化促進
 ⾼専や⼤学⽣活の早い段階からの学⽣へのアプローチ・原⼦⼒科学技術の魅⼒アピール

(公開特別講座、サイエンスカフェ等の開催)

 イノベーション・デジタル化を担う⼈材の確保
 機構内部の⼈材育成(産業界への成果発表の機会の創出と外部有識者とのメンタリングを通じた

意識向上・チャレンジ精神のある⼈材の育成)
 機構外の専⾨⼈材の活⽤・登⽤(コーディネータ、ベンチャー⽀援等)
 イノベーション創出活動を奨励する⼈事評価の実施

 「総合知」を活⽤した研究開発を推進するための⼈⽂・社会科学の⼈材の確保 16

 IAEAと連携した国内外の核不拡散・核セキュリティに関する能⼒構築⽀援の推進・強化
 国内外の原⼦⼒技術者事業の推進（原⼦⼒⼈材育成ネットワーク活動の継続的実施）
 機構内外の原⼦⼒防災関係者への研修等を通じた⼈材育成
 ⾼速炉に関するNa取扱い等の専⾨技能を有する⼈材育成

機構内 機構外

機構外

機構内 機構外

機構内

機構内

機構内

機構外

機構内

機構内

Ⅲ．第4期中⻑期⽬標期間に向けた原⼦⼒機構の取組の基本⽅針案
2. 研究開発⼒強化のための研究基盤・環境の構築・運営・⾼度化と⼈材育成に向けた

取組

参考資料
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【参考】国⽴研究開発法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構の
⾒直し内容について*

18

○財務内容の更なる改善
• 競争的研究資⾦等の外部資⾦の獲得や国内外の⺠間事業者、研究機関等との連携強化、知的財産の戦略的

な創出・活⽤等により、安定した⾃⼰収⼊の確保など財務内容の更なる健全化

○組織運営・マネジメントの更なる改善
• 原⼦⼒を取り巻く国内外の動向に随時向き合い、時宜を逸することなく必要な研究開発活動等を組織横断

的かつ機動的に実施できる法⼈運営
• 研究開発活動と⾃らの保有する施設の廃⽌措置及び放射性廃棄物処理処分等のバックエンド対策を両⽴し

て推進していくことが重要
• 理事⻑のリーダーシップの下、法⼈運営の在り⽅の不断な⾒直し、法⼈の職員⼀⼈⼀⼈の意識改⾰
• 組織運営・マネジメントの更なる合理化・効率化に向けた業務環境のデジタル化の推進

○広報広聴機能及び双⽅向コミュニケーション活動の強化
• ⽴地地域や国⺠に対する丁寧かつわかりやすい情報発信や双⽅的・対話的なコミュニケーション活動の推

進
• DX の積極的な導⼊等による⼀層効果的な成果の普及促進

○情報セキュリティ対策の推進
• 統⼀基準群に沿って策定した情報セキュリティ・ポリシーに基づき、サイバーセキュリティ戦略本部が実

施する監査の結果等も踏まえつつ、情報セキュリティ対策を推進

中⻑期⽬標の⽅向性（研究開発関連以外）中⻑期⽬標の⽅向性（研究開発関連以外）

*⽂部科学省、経済産業省、原⼦⼒規制委員会（令和３年８⽉２７⽇）

【参考】⽂部科学省「原⼦⼒研究開発・基盤・
⼈材作業部会」で⽰された機構への期待

機構の役割に対する
ニーズ 研究開発・技術開発に対するニーズ

その他のニーズ
連携の仕組み 施設利⽤ ⼈材育成 その他

新た
な対
応を
検討
すべ
きも
の

－

【電事連】
再処理施設の安全性向上低レベル放射性廃棄物処分
ウラン廃棄物の合理的なクリアランス測定技術の開発等
１F廃炉関連
【電⼯会】
新型炉導⼊にあたっての規制検討
実デブリによる機器性能の確証試験

【電⼯会】
JAEA知識基
盤の整備・
活⽤

【電⼯会】
⺠間知識と
の融合を進
めるための
施設、計算
コードの共
同利⽤

【電⼯会】
官⺠⼈材交
流・共同試
験の仕組み

【電⼯会】
規制/推進が技術的
に共通に議論でき
る場の形成と参加
への期待
海外施設、海外デ
ジタル基盤利⽤の
窓⼝機能

これ
まで
の取
組の
改
善・
強化
を検
討す
べき
もの

【原⼦⼒学会】
原⼦⼒や資源エネル
ギー施策に関するシ
ンクタンクとしての
機能、事業内容の⾒
直し

【電⼯会】
低レベル放射性廃棄
物の処分事業の早期
開始及び処分場建設
までのJAEAでの集
中管理の検討

【原⼦⼒規制庁】
利⽤実態のない核燃
料物質の集約管理

【原産協会】
JAEAが⺠間や⼤学
と協⼒・連携し、こ
れらが独⼒ではなし
得ないような活動を
期待NEXIPでの設備
の提供や研究開発実
施など、 JAEA の役
割に期待

【電事連】
再処理施設の安全性向上
再処理廃棄物への対応
低レベル放射性廃棄物処分
⾼レベル放射性廃棄物等の処分
１F廃炉関連
⾼速炉サイクルを実⽤化していくための技術基盤整備
【原⼦⼒学会】
原⼦⼒の安全性研究等の国際共同情報センター化や配信の拡充
SMRを含む軽⽔炉、⾰新炉の研究開発、実⽤化に向けた指導・⽀援
固体および溶液化学実験施設の必要性
新型炉燃料サイクル
RI等製造供給
新しい研究課題対応
【電⼯会】
軽⽔炉新型燃料開発の安全設計基準の適⽤性検討に係る各種実験・試験の
推進
⺠間施設では保有していない試験設備や装置を⽤いた燃料物性や特性の
分析・測定に関する試験技術の提供
⾦属燃料・乾式サイクル開発の⽇⽶協⼒等の中⼼的役割を期待
⾼温ガス炉安全性実証試験等のデータ拡充
RANDECと連携した安全な低レベル放射性廃棄物処理処分技術開発の加速
ＭＯＸ燃料ナトリウム冷却⾼速炉の研究開発推進

【電事連】
⽇本原燃と
の連携、新
たな協定の
枠組
研究基盤施
設を活⽤し
たニーズ調
査とユー
ザーへの
サービス向
上

【原産協会】
⾰新炉・
SMRに係る
産官学連携
の強化

【原⼦⼒学会】
⺠間の国研
利⽤の仕組
み

【電⼯会】
国際競争⼒
のある価格
で、⺠間と
共同で施設
利⽤する仕
組み

【原⼦⼒学会】
⼈材育成制
度(特別研
究⽣制度改
良等)
産業界から
の⼈材受⼊
れ

【原産協会】
JAEAの⼈
材育成活動
への期待

【電事連】
⺠間の開発の⽅向
性に合致したJAEA
と⺠間の試験デー
タ等の有機的な連
携

【原⼦⼒学会】
DX研究
イノベーションは
⺠間主導で

【原⼦⼒規制庁】
廃⽌措置の着実な
実施／予算と⼈員
の維持増強／NEAT
の要員配置の配慮

原⼦⼒研究開発・基盤・⼈材作業部会で提⽰された期待・ニーズを踏まえ、潜在的ニーズを発掘するため、
⽇本原燃（JNFL）、電事連等のステークホルダーとの本格対話を進めている
（JNFL︓3/12，電事連︓5/14、電⼯会︓3/30、4/22、6/30、原⼦⼒学会︓4/20、原産協会︓4/21）
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35

参考4-4:他機関との連携・人材育成

○大学・研究機関等との研究協力
・ 先端的な学術成果の創出: 

東京大学、 京都大学、北海道大学、東北大学、大阪大学、九州大学、東京工業大学、高エネルギー加速器
研究機構、自然科学研究機構、茨城大学、大阪工業大学、大阪府立大学、岡山大学、関西大学、北見工業
大学、岐阜大学、九州工業大学、京都産業大学、慶応義塾大学、群馬大学、神戸大学、埼玉工業大学、佐
賀大学、千葉大学、筑波大学、東京海洋大学、東京農工大学、東京理科大学、同志社大学、豊橋技術科学
大学、長岡技術科学大学、名古屋大学、名古屋工業大学、兵庫県立大学、弘前大学、広島大学、福島大学、
三重大学、山形大学、横浜市立大学、早稲田大学、明治大学、琉球大学など

・ 連携大学院制度等に基づく大学院・学部教育や研究指導への協力: 
東北大学、茨城大学、金沢大学、関西学院大学、京都産業大学、熊本大学、神戸大学、十文字学園、千葉
大学、筑波大学、東京電機大学、東京都市大学、新潟大学、兵庫県立大学、広島大学、福井大学、明治大
学など

・ 国立研究開発法人等との研究協力: 
理化学研究所、量子科学技術研究開発機構、物質・材料研究機構、産業技術総合研究所、建築研究所、総
合科学研究機構、茨城県農業総合センター、放射線利用振興協会など
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(R2.8.25)

J-PARC

6 R2.9.30
7 9

J-PARC

2020
YouTube

MLF

JASIS

1-

J-PARC News

X BS
R2.12.3
R3.2.7

R2.11.11 13

JRR-3
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令和3年11⽉22⽇ 中性⼦及び放射光利⽤研究開発評価委員会（事前評価第2回）

物質科学研究センターにおける
中性⼦利⽤研究

ー第4期中⻑期⽬標期間に向けてー

物質科学研究センター
中性⼦材料解析研究ディビジョン

1/13

※ 「物質科学研究センターにおける中性⼦利⽤研究開発」に関連する部分の抜粋

主務⼤⾂による原⼦⼒機構の⾒直し内容

中⻑期⽬標の⽅向性 

 原⼦⼒科学技術に係る多様な研究開発の推進によるイノベーションの創出
⾼速炉や⾼温ガス炉等の新型炉に関する研究開発、JRR-3やJ-PARC等の技術基盤を活⽤
した幅広い基礎基盤研究を進めるとともに、その成果の社会実装や、原⼦⼒以外の分野
を含む産学官の共創によるイノベーション創出に向けた取組を強化する。あわせて、原
⼦⼒科学技術の推進基盤の強化・⾼度化に向け、研究開発環境のDXを進めることで、⾰
新的な原⼦⼒イノベーションの持続的創出につなげていく。

 産業界や⼤学等と連携して我が国全体の研究開発や⼈材育成に貢献するために必
要なプラットフォーム機能の充実 

⼤型の原⼦⼒研究施設の維持、⾼度化及び共⽤、知識基盤等の整備及び共同利⽤を進め
るとと もに、国内外の研究機関や⼤学、産業界とも連携した原⼦⼒⼈材の育成や、核燃
料サイクル事業 をはじめとする⺠間の原⼦⼒事業者への⽀援・連携強化に取り組む。

社会的課題の解決や多様な価値の創造に貢献できるよう、「総合知」の創出・活⽤
の観点も重視。 

2/13
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研究開発課題 :
「物質科学研究センターにおける中性⼦利⽤研究開発」

評価の観点 : 
1. 研究開発課題の選定の妥当性
2. ⽅向性・⽬的・⽬標等の妥当性
イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性

3. 研究開発の進め⽅の妥当性
研究資⾦・⼈材（体制）等の研究開発資源の配分計画の妥当性
⼈材育成に関する取組の妥当性

4. 国内外他機関との連携の妥当性
5. 研究開発成果の社会的意義の検討
社会実装に向けた取組計画の妥当性(技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供を含む)
科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性
研究開発課題／成果の社会的受容性(社会へ及ぼす影響度の想定)

第1回事前評価委員会

研究開発課題と評価の観点

3/13

JRR-3 2021年2⽉運転再開、7⽉供⽤運転開始

現中⻑期を経ての⽴脚点

❑ J-PARC MLFや国外研究炉、⼩型中性⼦源を活⽤した
中性⼦ビーム利⽤研究と中性⼦利⽤技術の開発を推進

 震災後の新規制基準適合のため⻑期停⽌していた研
究⽤原⼦炉JRR-3は、2021年7⽉に供⽤運転を再開

 ほぼ10年間停⽌していた中性⼦ビーム利⽤装置につ
いて、⽼朽化した設備の更新、装置健全性試験を進
めつつ、安全確保を前提としてビーム利⽤を再開

 第4期から本格的な装置運⽤が可能となる予定

 JRR-3運転再開後の利⽤拡⼤と成果最⼤化に向け、
J-PARC MLFや国外研究炉、⼩型パルス中性⼦源な
ど多様な中性⼦源における各施設研究者やユーザー
との研究連携を深めると同時に、JRR-3への導⼊を
⽬指して、他にない中性⼦利⽤技術の開発を推進

4/13
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中性⼦Dの第4期中⻑計の研究概要

• 特殊空間群下の新奇磁性の解明
• 局所構造と機能性の相関解明
• 新奇磁性-電気現象の探索
• ⾼機能磁性材料の探索

• ⾼分⼦複合材料の特性向上
• 鉄鋼材料の⼒学特性向上
• 溶媒抽出技術の⾼度化
• ⽣物・環境科学材料への応⽤

 中性⼦および核スピン偏極による
    ナノ構造解析技術の⾼度化と応⽤
 マルチスケール計測技術の導⼊と応⽤

 偏極中性⼦利⽤技術の展開
 特殊試料環境技術の⾼度化と
   応⽤

 実機模擬環境下における機械・構造物の内部
可視化など⾮破壊分析評価技術の確⽴と応⽤

 ⾼効率・⾼速計測技術の導⼊
• 鉄筋コンクリート付着強度評価
• 機械部品・溶接部・異種材料接合部強度評価
• 鉄鋼材料の⽔素脆化評価
• 機械・構造物内部の超⾼速実像観察・評価

材料開発技術を持つ産官学との連携
        異分野との融合・共創によるイノベーション創出
マルチビーム利⽤および中性⼦放射光利⽤施設連携
        研究基盤強化とプラットフォーム形成による共創の場

中性⼦DがJRR-3で運営する、「材料構造物性」、「材料ナノ構造解析」、「⾮破壊分析」というイノベーション
の3階層を担う装置群の総合的な活⽤およびJ-PARCや放射光との相補利⽤により、気候変動問題や持続可能で強靭
な社会の構築を⽬指す将来ビジョン「JAEA2050 +」に貢献する。

JRR-3 SPring-8J-PARC MLF

 実材料の⾼度分析評価
    ⼿法の確⽴と応⽤

      新奇物性
         の追究

     材料⾼性能化
        への指針

研究⽬的

大学、企業、
研究機関

⽇本原⼦⼒研究開発機構
将来ビジョン「JAEA2050+」(2019.10)より

JRR-3装置群を総合的に活⽤し
、将来ビジョン「JAEA2050+」
に明記されている気候変動問の
解決や持続可能な未来社会の構
築に貢献

5/13出典：理研

研究資⾦・⼈材(体制)等の研究開発資源の配分計画

第4期中⻑期における
グループ再編(R4.4〜)

材料の物性解明を主と
する研究Gr

実材料の⾼機能化と評
価・普及を主とする研
究Gr

職員10名以上

職員10名以上

物質科学研究
センター

副センター⻑
(東海)

中島 健次

中性⼦材料
解析研究

ディビジョン⻑
⻑壁 豊隆

⻑壁GL
(兼)

熊⽥GL

菖蒲GL

中性⼦ディビジョンの組織体制

階層構造研究Gr
(研究 :７, 特研⽣ :１)

応⼒・イメージング
研究Gr
(研究 :５, 技術 :４)

多重⾃由度相関研究Gr
(研究 :７, 嘱託 :１)

3. 研究開発の進め⽅

 第4期中⻑期計画開始に合わせ、管理業務⼈員を削減して研究開発業務
に集中できるようにするための研究グループ再編を実施。但し、研究開
発効率を最⼤化するため、装置に関連する⼈員単位は分割せずに再編。

 装置やビーム利⽤技術の⾼度化は、これまで通りディビジョン全体で連
携して進める。

 中性⼦ディビジョンがJRR-3に設置している全12台の装置の健全な管理
運営のために増員が必要。

センター⻑
武⽥ 全康
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材料ナノ構造解析装置群
SANS-J PNO  SUIREN

研 3  4研 3  4 研 1 2研 1 2 研 1  2研 1  2

JRR-3ビーム利⽤装置における⼈員配置計画 (７年間)
(例) ORNL HFIR
全12台の中性⼦ビーム利⽤装置

⾮破壊分析装置群

研 1  3
技 1
研 1  3
技 1

 TNRF  RESA

研 3  4研 3  4

 PGA

研1  2研1  2

CNRF

材料構造物性研究⽤装置群

研 2研 2

 HRPD 

研 1  2 研 1  2 研 2研 2研 2  4研 2  4

 LTAS TAS-2 TAS-1  MUSASI

研 1研 1

研 0  1研 0  1

  産業利⽤等の外部ユーザー利⽤件数が
多い装置、また特殊試料環境装置利⽤が
多い装置を4⼈態勢とし、それ以外の装
置も2⼈体制を⽬指す。

  技術職の補充と増員が喫緊の課題
  新卒、キャリアー採⽤以外にも、機構

内公募制度、クロスアポイント制度の活
⽤。また、装置管理業務の⼀部をアウト
ソーシング化して負荷の低減

 各装置平均4名の専⾨スタッフとこ
れを⽀える約20名の技術スタッフ

3. 研究開発の進め⽅
研究資⾦・⼈材(体制)等の研究開発資源の配分計画

技術チーム
4  6

技術チーム
4  6

HFIR  PTAX (HB-1)

JRR-3

7/13

 東海ディビジョンは個⼈ベースの研究
が多く科研費の割合が多い。

 JRR-3運転再開に伴い、受託研究のさ
らなる獲得や国の基盤研究施設強化資
⾦への応募など、研究開発リソースの
確保のための努⼒を続ける。

 現状の定常的な予算リソース東海ディビジョンの予算状況 (R3年度)

限られた予算、⼈員規模を想定し、
JRR-3の特徴や利点を活かせる装置や
テーマにリソースを重点化
 ⼩⾓散乱 (核偏極技術)
 イメージング (⾼速度撮影, CT)
 材料応⼒評価 (⾼効率計測)
 偏極中性⼦利⽤
 極限試料環境
 核燃試料

Millennium Programme (2000-2018)
 装置1台あたり数千万〜数億円規模の予算で順次更新

Endurance Upgrade Programme
    Phase-1 (2016 - 2020) 総額34億円
    Phase-2 (2019 – 現在)  総額52億円

各Phaseで試料環境やガイド管、ソフトウェアなど
主に中性⼦散乱実験のための基盤設備を更新

世界の中性⼦ビーム利⽤施設の整備計画 (ILLの例)

中性⼦D研究費

JRR-3維持費および
⽇⽶協⼒事業費

2,100

30,133

交付⾦
(千円) 科研費 受託研究費等

外部資⾦(千円)

57,313 3,900 63,313 

総額
(千円)

※ R3は特別措置で⽇⽶事業費がゼロ
であり、左記予算を運転再開した
JRR-3装置維持更新に使⽤。

 職員1⼈当たり10万円/年
 装置1台あたり100〜250万円/年

3. 研究開発の進め⽅
研究資⾦・⼈材(体制)等の研究開発資源の配分計画
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2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029-
2035

2036-
2045

JRR-3基盤
設備

⾮破壊分析評価
技術に関する研
究

ナノ構造と材料
特性に関する研
究

材料構造物性に
関する研究

実験施設 中性⼦・放射光ビーム実験施設連携・コンソーシアム参加
量⼦ビーム実験施設の
⼀体的利⽤環境構築

偏極中性⼦利⽤技術の整備と展開
 J-PARCとの偏極技術協⼒、偏極磁気PDF法の開発

特殊試料環境技術の開発・導⼊
 無冷媒冷凍機、マグネット導⼊、低温超⾼圧下同時測定技術開発など

省電⼒磁気メモリ候
補材料の構造解明
など、磁性材料のさ
らなる⾼機能化につ
ながる多数の新知⾒
の創出

省電⼒メモリ材料やエネ
ルギー変換材料、エネル
ギーハーベスト材料等の
機能材料開発による
JAEA2050+の実現に貢献

⾼エネルギー効率材料
、低炭素消費機能性材
料の開発、フードロス
削減⼿法の開発などを
通じてJAEA2050+の実
現に貢献

マルチスケール計測技術の開発・導⼊

 SANS-Jへの核スピン偏極技術、 3Heスピンフィルターの導⼊
核スピン偏極技術の開発・導⼊

偏極技術と幅広い散乱
⾓の同時測定技術の導
⼊を通じて⾦属・溶液
・⾼分⼦・⾷品・⽣体
材料に⾄る先端材料の
開発を先導

国⼟・基盤設備の強靭
化、⻑寿命化や機械等
の軽量化、⾼性能化に
よるJAEA2050+の実
現に貢献

材料内部顕微計測技術
の⾼度化を図り、産学
官と連携することで、
社会実装・社会貢献に
資する研究開発・評価
を先導

JRR-3既存設備の整備・更新・⾼度化 JRR-3装置最適化、新装置建設・運営 次期研究炉での利⽤研
究準備

年度
項⽬

達成⽬標

3. 研究開発の進め⽅
研究開発のロードマップ

9/13

 SANS-Jへの検出器追加導⼊による超⼩⾓から⾼⾓散乱の⾼効率同時計測技術の確⽴
 同技術導⼊に伴う階層構造形成過程の時分割測定の実現

 イメージング・応⼒等、計測技術融合による材料変形機構評価システム開発

 ロボットアーム、⾃動サンプルチェンジャーなどスマート化技術開発
 ⼤量データ解析システム構築

実機模擬環境下における機械・構造物の
内部可視化・評価技術の開発

⾼効率・⾼速・⾃動計測技術の開発・導⼊

4. 国内外他機関との連携

JRR-3がハブ機関の⼀つとして機能。オープンファシリティプラットフォーム
(OFP)制度も含め、分野融合による共創の場の構築とイノベーションの創出

・連携重点研究制度
・共同研究制度

・ガラス固化体に関する研究など、マルチビーム
利⽤体制と共同研究推進

・マテリアル先端リサーチ事業連携

JRR-3, J-PARC, CROSS, ゼネコン
・鉄筋コンクリート産学連携コンソーシアム (R3.10キックオフ)

・量⼦ビーム分析アライアンス (R3.10プレス発表)
JRR-3, J-PARC, SPring-8, CROSS, 企業15社

・機能性⾼分⼦分析コンソーシアム

・中性⼦利⽤技術移転推進プログラム (H18-23)
豊⽥中研, ⽇⽴製作所, 住友⾦属⼯業, 旭化成, アサヒビール, 
富⼠フイルム、ゼネコンなど 85社および機関に及ぶ

・⼈材交流/⼈材育成/⼈員確保
夏季実習⽣ / 特別研究⽣/ 博⼠研究員
クロスアポイントメント/
原⼦⼒教育⼤学連携ネットワーク

・試料環境機器に関する連携協⼒

・NEDO事業
部素材の代替・使⽤量削減に資
する技術開発・実証事業

・理研RANS共同研究

・J-JOIN (中性⼦利⽤ポータルサイト)

・ISSE (試料環境国際会議) ボード

・CEA機関との共同研究 (分離化学研究)

・⽇⽶協⼒事業 (R3 40周年)
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学術分野

⼀般向け

産業利⽤分野

地元対応

• APSTV制作
• ⽇本中性⼦科学会「JRR-3運転再開
シンポジウム」企画

• 最先端科学・分析システム＆ソリリ
ューション展(JASIS2019〜)出展

• 中性⼦実験技術基礎講習会(レベル1
講習会)講演

• JRR-3 UOによる企業訪問とアウト
リーチ (企業相談 : R3年度 23件)

JRR-3 ユーザーズオフィス
(UO) (研究炉部、研究連携成
果展開部、物質科学研究セン
ター協⼒体制, R2.4-)

• JAEAチャンネル「Project JAEA」
• 広報誌「未来へげんき」
• プレスリリース (R2年度 3件)
「廃棄豚⾻が有害⾦属吸着剤に
―廃材を利⽤した安価で⾼性能な⾦属

吸着技術を実現―」(R3.2.4)
• JRR-3記者勉強会
• サイエンスアゴラ
• はやぶさ2試料分析

• 原科研施設公開 (JRR-3施設公開)
• JRR-3に関する住⺠説明会
• 笠間焼の⼩⾓散乱
• ⼲し芋の⽔分が関与する⻑期間保存
メカニズム (東海村名産品、茨城県
農業総合センター)

情報発信
広報

アウトリーチ

• 中性⼦ミュオンスクール (MLF、中
性⼦、中間⼦学会との共同開催)

• ⽇本物理学会「磁性・強相関電⼦系分野の中性⼦散乱
研究の新展開 〜JRR-3再稼働を⾒据えて〜」講演

多様な価値観の下に、JRR-3中性⼦ビーム利⽤の社会的な価値を⽰す。
⽣活知や経験知と⾃然科学の融合による「総合知」の活⽤。

JRR-3中性⼦ビーム利⽤の分野や利⽤者
拡⼤、⼈材育成・確保

JRR-3中性⼦ビーム利⽤による成果の社会
実装につなげる。

プレス発表

4つの分野について、バランスよく情報発信やアウトリーチ活動を継続する。

⼲し芋の⻑期保存に関
する経験知との融合

• 物質科学研究センターWEB (2021リニューアル)

5. 研究開発成果の社会的意義

11/13

RESA

TAS 

5. 研究開発成果の社会的意義

 社会実装に向けた取組

 科学技術政策、社会的・経済的
意義／ニーズへの適合性

• 鉄筋コンクリート産学連携コンソーシアム
• 量⼦ビーム分析アライアンスなど

JRR-3装置群の総合⼒を発揮して、⾃動⾞部品から社会基盤設備までモビリティに関するイノ
ベーションを創出し、将来ビジョン「JAEA2050+」に明記されている気候変動問題の解決や
持続可能な未来社会の構築に貢献する。

HRPD 

SANS-J

TNRF

PGA
 研究開発課題／成果の社会的受

容性(社会へ及ぼす影響度の想定)

• エネルギー利⽤に係るイノベーションによ
るカーボンニュートラルへの貢献

• 社会インフラの強靭化による安全安⼼な社
会の実現への貢献

産業界との強い連携を構築。 

12/13

J-PARCと連携して中性⼦ビーム利⽤
の有⽤性を⽰す。

(参考) R4概算要求
「JRR-3とJ-PARC の協奏による学術・産業イノベーションの創出

モビリティ・イノベーションによるカーボンニュートラルへの貢献」

モーターやギアなど駆
動系の摩擦低減化
モーターやギアなど駆
動系の摩擦低減化

貴⾦属回収の効率向上貴⾦属回収の効率向上

燃料電池や全個体電池の
性能向上
燃料電池や全個体電池の
性能向上

⽔素インフラの信頼性向上⽔素インフラの信頼性向上

モーターの⾼効率化モーターの⾼効率化

タイヤの耐摩耗性・
グリップ⼒向上
タイヤの耐摩耗性・
グリップ⼒向上

部品材料の安全性・耐久性向上部品材料の安全性・耐久性向上

道路等社会基盤の強靭化、⻑寿命化道路等社会基盤の強靭化、⻑寿命化

磁気メモリやセンサーの
省電⼒化
磁気メモリやセンサーの
省電⼒化

磁気冷凍材料、熱電変換
材料の性能向上
磁気冷凍材料、熱電変換
材料の性能向上

SUIREN

• 基礎物性研究による科学的意義 

国の政策や社会的ニーズに適合し、成
果の産業界への波及効果も⾼い。
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まとめ

❑ JRR-3の特徴を⽣かせる研究開発にリソースを集中し、研究開発
を先導

第４期中⻑期においてJRR-3の本格運⽤が再開。JRR-3を総合的に
活⽤した研究開発を推進し、気候変動問題の解決や持続可能な未来
社会の構築を⽬指す将来ビジョン「JAEA2050 +」に貢献

13/13

特殊計測技術や材料開発⼒、中性⼦科学を担う⼈材を輩出する産
官学との連携協⼒を重視して研究開発を推進。

⼩⾓散乱 (核偏極技術) / イメージング (⾼速度撮影、CT) / 材料応⼒評価 (⾼効率計測) /  
偏極中性⼦利⽤ / 極限試料環境 / 核燃試料

❑ オープンファシリティプラットフォーム(OFP)制度も含めて多く
の利⽤者が集うJRR-3を分野融合による共創の場に。

❑ 中性⼦利⽤研究の社会的意義の提⽰や成果の社会実装を実現する
ため、情報発信やアウトリーチ活動を継続する。
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1

J‐PARC概況及び物質・生命科学ディビジョンに
おける中性子利用研究・技術開発

第4期中期計画に向けて

日本原子力研究開発機構 原子力科学研究部門
J‐PARCセンター

物質・生命科学ディビジョン

中性子及び放射光研究開発評価委員会 第4期中期計画事前評価2回目
令和3年11月22日

2

１．研究開発・評価委員会の所掌範囲について

２．第4期中長期計画で目指すもの

３．人材育成と登用の計画

４．国際協力・国内連携

５．研究開発成果の社会的意義

６．まとめと展望

目 次
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3

１．研究開発・評価委員会の
所掌範囲について

44

加速器及び中性子発生装置

Linac 3GeV RCS

加速器のさらなる大強度化や安定化に向けた研究開発

J PARCにおける物質・生命科学研究

中性子実験装置群の性能を世界トップレベルに保つための

中性子源（Beam輸送系、ターゲット、モデレーター等）（JAEA）

中性子実験装置及び関連デバイス等技術開発（JAEA）

J-PARCの実験装置等のインフラ設備を有効に活用した幅広い
学術領域に関わる

先端的中性⼦利⽤研究
及び外部利⽤者の成果創出に
つながった研究開発（JAEA）

中性子実験装置及び関連デバイス等開発研究（KEK）

先端的中性子科学研究（KEK）

J PARC研究開発・評価委員会

評価課題：
J‐PARCのビーム加速・線源に関
する高度化研究

中性子及び放射光利用
研究開発・評価委員会

本研究開発
・評価委員会

JAEAが設置する以下の研究開発・評価委員会
では、JAEAの研究開発成果についてのみ評価
（KEK単独の成果、共用運転実績などは除く）

J‐PARCセンターに関わる評価委員会の
JAEAにおける研究開発の仕分け

（ただしKEK所掌部分を除く）
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5

２．第４期中期計画で目指すもの
(2022～2028年度）

6

第3期中長期計画期間における研究開発

デバイス
開発

装置整備

研究成果

中性子源不具合 200kW 150kW 300kW 400kW 500kW 600kW
▲ ▲1MW 1MW

▼ BL15大観
検出器80%整備

▼ BL02 DNA
Si111アナライザ
フル整備

▼ BL01 四季
検出器フル整備

▼ BL22 螺鈿
ユーザー供用開始

タイヤ用新材料
開発技術
「ADVANCED 4D 
NANO DESIGN」
を確立
住友ゴム工業
(BL02,14)

高圧氷に新た
な秩序状態を
発見
Scientific Rep.
(BL11)

次世代型太陽
電池材料の特
性を解明
Nature Commun.
(BL02, 14)

地球深部にお
ける含水鉱物の
物性変化
Scientific Rep.
(BL11)

固体冷媒を用い
た新冷却技術
Nature
（BL14)  

▼ BL01 四季
高耐久性T0
チョッパー設置

▼ BL19 匠
ストロボスコピック測定

▼ BL10 NOBORU
白色ホログラフィ ▼ BL17 写楽

二次元MWPC検出器
実装

▼ BL04 ANNRI
TOF-PGA解析

▼ BL17 MWPC  高ガス圧動作 実証

▼高分解能シンチ
検出器 試作

▼新カソード電極 実証

▼ BL19 2次元検出器
(背面バンク） 設置

▼BL18 新検出器 開発
(斜下散乱バンク)

ハイエントロピー
合金メカニズム
Science Adv.
(BL19)

▲1MW

検出器

スーパーミラー

3He偏極子

▼ 1次元集光
(gain 6)

▼ 偏極ミラー 実証
(95%, 1≤m≤5)

▼ BL17 斜入射小角散乱
(1次元集光型) 試作

▼ 整備・高度化・試験研究 ▼ 高性能化
(3He偏極度85%達成)

▼ BL04, 10
ユーザー利用開始

▼ 3Heガス充填
設備整備

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

2022

先
端

的
中

性
⼦

利
⽤

⼿
法

の
開

発
デ

ー
タ

駆
動

型
科

学
、

遠
隔

化
・

⾃
動

化
の

推
進

実
験

装
置

・
デ

バ
イ

ス
の

⾼
度

化
先

端
的

中
性

⼦
利

⽤
研

究

科学技術
イノベーション

創出

幅広い
学術研究
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7

研究開発の基本⽅針
−中性⼦利⽤研究−

先端中性⼦
測定技術開発

(1) KEKと共同で運営するJ-PARC物質・⽣命科学実験施設の中性⼦実
験装置群を世界トップレベルに保つ先進技術開発、データ駆動型
科学を活⽤しつつJ-PARCのインフラ設備を有効に活⽤した幅広
い学術領域に関わる先端的中性⼦利⽤研究を実施。

(2) 施設横断的な研究課題を促進しつつ、国の公募事業への参画も含
めて社会的要請にも⼗分配慮し、科学的意義の⾼い研究成果およ
び科学技術イノベーション創出を⽬指す。

(3) 機構内の研究センター・研究拠点間の協働を促進するとともに、
国内外の⼤学、研究機関、産業界等との連携を積極的に図る。さ
らに、国際連携を積極的に活⽤する。

技術を⽣かし量⼦ビーム
の有⽤性を⽰す先端的
中性⼦利⽤研究

8

先端中性⼦測定技術開発
ー第4期中期計画でチャレンジしていく研究開発課題ー

データ駆動型科学、遠隔化・⾃動化の推進

実験装置・デバイスの⾼度化+維持・⽼朽化対策 実験装置・デバイスの⾼度化

 機械学習材料分析、
 データ取得効率化、超解像化
 実験データの統計的補強

先端的中性⼦利⽤⼿法の開発 偏極中性⼦⼿法開発 3次元実空間解析 オペランド計測

ハードマター ⼯学材料

エネルギー材料 ソフトマター・⾮晶質

組織制御
繰り返し応⼒
温度履歴
その場観察

学理
制御
外場応答

複合材料
実材料
その場観察
電場・温度環境
インオペランド

調湿調温環境
電場印加
in situ
応⼒・流動場

ソフトマター埋もれた界⾯
プロジェクト

⼯学材料プロジェクト
新学術
ミルフィーユ構造

界⾯のナノ構造と
ダイナミクス

乱れた系構造プロジェクト
量⼦スピン液体
マルチフェロ
イック

NEDO燃料電池プロジェクト
触媒層形成プロセス
燃料電池スタックの
⽔分布

MLF電脳班活動

先端的中性⼦利⽤研究

カーボンニュートラル
新たなエネルギー物質開発・スピントロニクスなど新磁性デバイス
⽔素社会へ向けた研究開発（⽔素貯蔵、燃料電池、プロトン伝導）
グリーンイノベーションへの貢献

JAEA2050+
原⼦⼒科学技術を通じた
科学の発展・新知⾒の創出
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9

ああああああああああああｖ

データ駆動型科学
ー計算科学で取り組む課題と開発Gr醸成ー

機械学習材料分析 データ取得効率化

超解像 実験データの統計的補強

効率的特性マッピング
歪

温度

粒⼦形態
スピン相互作⽤
原⼦間相互作⽤

計測⾼速化・材料の
動的挙動観察

中性⼦散乱確率密度
の精密推定

QENSプロファイルに
おけるアダプティブ
カーネル密度推定

⼩⾓散乱での
粒⼦形態の
機械学習推定

反射率模擬データ
のポアソンノイズ
除去

今後：
先進計算環境のソフト⾯・ハード⾯の拡充に基づく機械学習材料
診断・データの効率的取得・解析対象物の超解像化・統計補強

現在まで：
MLF装置群による広範なデータ取得能

＋統⼀データフォーマット

レール断⾯の歪マップ
の効率的取得

期待される成果：分析結果確度向上・解析効率化・異分野融合

推定

先行研究
原子炉中性子小角散乱のベイズ最適サンプリング
約20分の１の計測時間で同等のノイズレベルの
強度分布を推定

→歪マップにおいて同等の効率化が期待

10

データ駆動型科学
ー計算科学で取り組む課題と開発Gr醸成ー

・MLF電脳班(巽⼀厳)
電⼦顕微鏡分光理論計算
新学術疎性モデリング公募班(ʻ14-15, 16-17) 

・国内専⾨家
島崎秀昭准教授 (北⼤) 
⽥中宏志教授 (島根⼤)

主要人員・組織構成

国内専門家国内専門家
国外実験施設国外実験施設共同研究

Sakura計画・ANSTO MLF WS
研究会

装置Gr所属
データ科学がわかる人材
ニーズ増大・実効性向上

相補

コーディネータコーディネータ

データ・
助言・結果

MLF装置GrMLF装置Gr

MLF電脳班MLF電脳班

・ MLF装置Gr・計算センター

・コーディネータ
⼩野寛太教授 (阪⼤)

計算センター計算センター
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11

• 世界が大強度パルス中性子時代へ突入している状況で、MLFの中性子戦略を明確化。
• 実験装置・デバイスの過去を振り返り、現状を認識し、将来を方向付ける。
• 将来ビジョンを2021年度内にまとめる。
• 次世代への技術伝承・人材育成も兼ねた将来計画検討プロジェクト。

MLF2030

大幅改造・新設

2020 2030
老朽化対策

装置高度化

第４期中長期計画

MLF2030

チョッパー更新
高速・低速ディスク、T0

偏極技術
スピンフィルター、ミラー

検出器
高分解能・高計数率・大面積

SE機器更新
冷凍機、高温炉

遠隔化・自動化

検出器更新
制御機器更新

先端中性⼦測定技術開発
ー実験装置・デバイスの⾼度化+維持・⽼朽化対策

ー

MLFが稼働して10年を超え、 10年後も世界の最先端であり続けるために
大幅改造は必須。ユーザーコミュニティーのコンセンサスを得る必要。

ユーザー
コミュニティーの賛同

装置高度化 各BLに偏極中性子手法の実装／検出器：設計性能の到達に加え質の
向上／装置制御・試料環境機器の自動化・遠隔化

老朽化対策 建設時のパーツの製造中止やメーカーの撤退などがあり、単純な更新
では済まない場合が多く、開発要素のある難しい作業。

大幅改造

12

第4期中長期計画期間における研究開発

1MWの大強度パルス中性子を最大限に活用し、MLFの中性子散乱実験装置群を世界トップレベルに
保つための3Heガス型およびシンチレータ型中性子検出器の技術開発を進める。

ー 中性子検出器の開発 ー

Pixel size : 1.0mm x 1.0mm
Efficiency : 80% (1.8Å)

1
m
m

（第3期） 開発した中分解能の2次元シンチレータ検出器

新型の真空散乱槽下へ4台を装填

従来比６割の薄型・高効率検出器により装置狭窄部への実装が可能とした

新装置のレイアウト案

中分解能(2.5mm)、
高効率である検出器
を開発

（第3期） 開発した薄型、高効率 の2次元検出器（BL18)

（第3期） 開発した個別ライン読み出し型2次元検出器システム

微細ピクセル（0.8ｍｍ）と感度一様性（10％）を実現

新バンプカソードの導入

3Heガス型2次元検出器
MLF独自の高圧3Heガス封入/個別ライン信号読み出

し技術を進歩させ、全性能に優れたマルチワイヤ2次
元検出器を開発する。

シンチレータ型2次元検出器
MLFが世界に先駆けて実用化したシンチ/波長シフトファイ

バ技術を基礎として、装置要求を満足するテイラーメードな
2次元シンチレータ検出器を実現する。

さらなる高位置分解能・大面積化を進め、単結晶回折装置
(BL18)の測定性能を向上する

（第4期）

さらなる高感度・高位置分解能・高計数率化を進め、
中性子反射率計(BL17)の測定性能を向上する

（第4期）

効率

現状
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第4期中長期計画期間における研究開発
ー 中性子スーパーミラーの開発 ー

偏極スーパーミラー
MLFの先導的な中性子偏極実験に必要な世界トップクラ

スの高臨界角、高偏極率、低磁場駆動である偏極スー
パーミラーの実現を目指す。

中性子

★集光ビーム：2.0 mm(V) x 1.15 mm(H)
★焦点間距離： 7430 + 3620 mm
★試料‐検出器： 2500 mm 

集光スーパーミラー
これまでに蓄積した精密基板加工、製膜技術を基礎と

して、装置に最適化した楕円型集光スーパーミラーを開
発する。

中性子スーパーミラーを
磁性/非磁性層の多層膜

で形成し、磁気ブラッグ反
射を利用してスピン偏極
を実現する光学デバイス

中性子強度ゲイン～６を実現

イオンビームスパッタ
（IBS）製膜装置

Ni/Tiスーパーミラー
(TEM像)

・偏極スーパーミラー

（第3期） 開発した楕円集光型スーパーミラー(Ni/TiC)

Up spin

Down spin

Polarization

Up spin

Down spin

Ni/Ti等の多層膜を層厚を変えながら形

成することで、連続して異なる波長の中性
子の反射を可能とする光学デバイス

・中性子スーパーミラー

薄膜における磁性層
間磁気結合を利用す
ることで薄膜において
も磁気オーダーを保
持できることを発見

世界最高の臨界角（Ni全反射角の6倍）を実現

（第4期）
ゲイン増大のため大面積化・積層化を進め、中性子反射
率計(BL17)での高SNな斜入射小角散乱の実現を目指す

（第4期）
磁性/非磁性多層膜の物理的理解を進め、高臨界角・
高偏極率・低磁場駆動化、大面積化を進める。

（第3期） Fe/Ge多層膜による偏極スーパーミラー

14

第4期中長期計画期間における研究開発

1MWの大強度パルス中性子を最大限に活用し、MLFの中性子散乱実験装置群を世界トップレベル
に保つための3He型中性子偏極装置（3Heスピンフィルター）の開発と利用研究を展開する。

ー 3Heスピンフィルター ー

開発：

・より広いエネルギー範囲の中性子の
高効率偏極を目指す。

・冷中性子から熱外中性子まで偏極

・大立体角をカバーする技術開発（3He
ガスセルの大型化、湾曲セルの開発）

・直径：>〜100mmｆ、長さ>〜100mm

J‐PARCで作製した3Heスピンフィルター。特殊なガラスセルに
3Heガスとアルカリ金属を封入した中性子偏極デバイス。

利用研究の展開：
・偏極3He供給力の増強。

・現在の2‐4倍までの増強を段階的に進める。

・多くの中性子ビームラインで3Heスピンフィルター
を用いたユーザー実験を実現を目指す。

中性子小角・広角散乱
装置（ BL15 大観 ）

高強度全散乱装置
（BL21 NOVA）

ダイナミクス解析装置
（BL02 DNA）

特殊環境微小単結晶
中性子構造解析装置

（BL18 千手）

対象ビームラインの例
他
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分類 デバイス
R4

2022
R5

2023
R6

2024
R7

2025
R8

2026
R9

2027
R10
2028

中
性
子
検
出

ガス検出器

シンチ検出器

中
性
子
偏
極

偏極ミラー

3He偏極子

光
学

中
性
子

集光ミラー

高感度化

高計数化

高位置分解能化

大面積化

高位置分解能化

高臨界角

高偏極率

低磁場駆動化

広エネルギー対応

汎用化 大立体角化

大面積化

積層化

高臨界角化

ガス検出器 集光ミラーシンチ検出器

m=5
P=97.2%(1<m<5)
→現状でも世界最高クラス

偏極ミラー
3He偏極子

先端中性⼦測定技術開発
ー中性⼦デバイス性能の継続的な向上を⽬指してー

16

R2
2020

R3
2021

R4
2022

R5
2023

R6
2024

R7
2025

R8
2026

R9
2027

R10
2028

R11
2029

重水素化ラボ

分析ラボ

試料環境／電脳班活動／サイドラボ

機器導入

分析機器整備

利用申込システム構築

スタッフ及び外部ユーザー共研利用 プロポーザル公募等一般利用へ展開

ユーザー利用へと展開

一般利用システム構築

XRD（粉末・4軸・微小）・レオメーター・表面分析・試料合成など

先端中性⼦測定を⽀えるインフラ整備

R2
2020

R3
2021

R4
2022

R5
2023

R6
2024

R7
2025

R8
2026

R9
2027

R10
2028

R11
2029

遠隔環境開発・整備

データ利活用

実験データの統計的補強

データ取得効率化、超解像
化

機械学習材料分析

遠隔実験実装

遠隔解析 クラウド運用 クラウド高度化

ストレージ・データベース
戦略検討・運用体制構築

クラウドへ移行・高度化

測定へのフィードバック応用
外部機関からの利活用

提供準備
高次元化 提供

提供準備 提供
多数計算データでの機械学習による信号推定

ベイズ推定による計測効率化
提供準備 提供

対象系
協議

計算スペクトル拡充
・推定・補修

提供
準備

提供

開発

開発

開発

材料情報推定

ポアソン過程に基づく信号推定・計測効率化

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

省力型SE機器整備

SE機器の遠隔化

Dry２Kクライオ

製作・運用
Dry400フランジマグネット

製作・運用
Dry800フランジマグネット

製作・運用

既存機器への対応 新設機器の遠隔化
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VPN接続によるリモートデスクトップ画面

IROHA2による
Sequence測定

Webカメラによる現場監視

空蝉でデータ解析

BL17 SHARAKU

自動試料交換機の高度化
水平・垂直稼働により36枚搭載可能

BL02 DNA

球面精度30 m 
円状のズレ

強度ムラ 分解能ムラ

(hhl)
plane

[h-h0]
direction

single 
crystal

QENSスペクトル

幅のシミュレー
ション結果

QENS width

Si111 Si311

ガーネット型Li伝導体7Li6.5La3Zr1.5Nb0.5O12

SI311による
研究展開

Si111老朽化対策
Gd溶射ミラーから
Gd2O3溶射ミラー
へ順次置き換え

RABBIT生体試料用
20試料自動試料交換機
（2021年夏整備中）
(物質科学研究センター
との協力）

⾼度化（遠隔・⾃動化）と⽼朽化対策

18

18

JAEAの先導研究を⽀える枠組み

課室の支援 プロジェクト研究Gr
装置グループ

セクション

link link
大学 等

link

外部研究者

量子ビーム施設
スーパｰコンピュータ

link

海外
ANSTO、ESS

link

プロジェクト課題

J‐PARC MLF  外部研究者

link

外部研究者

link

外部研究者

link

産業界

JRR‐3
物質科学C

JAEAプロジェクト課題

MLFのスタッフによる先導研究推進
施設として進めるべき研究開発推進

施設枠
マシンタイム 課室の支援

スタッフのグループによる研究テーマ発案
・外部資金獲得

・外部連携

・3年毎に課題提案
ー＞ 内部レビュー

ー＞MLFとしての課題設定
ー＞外部有識者に諮問

JAEA研究課題諮問委員会・CROSS開発課題諮問委員会
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JAEAプロジェクト研究第5期（2021-2023）

代表者（Gr内訳） 研究課題 BL BT（R3）

鬼柳 亮嗣
（内部J 6名、C 3名、外
部4名）

Development of methodology for studying disordered
material utilizing polarized neutrons
（乱れた系構造プロジェクト）

BL18
BL19

3
1

ハルヨ ステファヌス
（J 5名、外部3名）

Elucidation of the mechanism of kink formation and
strengthening by structural analysis of millefeuille structural
materials
（工学材料プロジェクト）

BL19 9

大友季哉
（内部K 2名、J 3名、C 4
名、外部9名）

Analysis of catalyst layer formation process for automotive
fuel cells
（NEDO燃料電池プロジェクト）

BL15 4

青木 裕之
（内部J 2名、C 3名、外
部4名）

Nano structure and Dynamics at Buried Interfaces of Soft
Matters Revealed by Neutron Experiments
（ソフトマター埋もれた界面プロジェクト）

BL02
BL17

4
6

奥 隆之
（内部J 26名、K 1名、C
1名、外部7名）

Development and Application of Neutron Optical devices and
Detection System
（光学デバイス検出器開発プロジェクト）

BL10
BL15
BL17

36
9.5
5

J-PARC MLF 設置者ビームタイム枠を活⽤した研究

20

３．人材育成と登用の計画
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技術伝承していく
相手が居ない

装置建設世代

スタッフの年齢構成

この層の人材登用およびテニュアー化
を図っていくことが、SustainableなMLFを形作る上で必要不可欠。

積極的な若手登用

青木 裕之： 京都大学准教授 → 2016.4.1 JAEA副主任研究員 (BL17担当）
廣井 孝介： JAEA特定課題推進員 → 2018.4.1 JAEA研究員 (BL15担当）
村井 直樹： JAEA博士研究員 → 2019.4.1 JAEA研究員 (計算環境＆BL14担当）
古府 麻衣子： JAEA任期付研究員 → 2019.8.1 JAEA副主任研究員 (BL14担当）
ゴン ウー： 京都大学研究員 → 2021.4.1 JAEA副主任研究員 (BL19担当）
巽 一厳： 名古屋大学准教授→ 2019.4.1 JAEA主任研究員（計算環境担当）
蘇 玉華： JAEA特定課題推進員 → 2018.4.1 JAEA研究員 (試料環境担当）
長谷美 宏幸： アドバンスソフト（株） → 2021.4.1 JAEA研究員（計算環境担当）
小峰 良太： 九大大学院修士 → 2019.4.1 JAEA技術職員 (実験施設担当）

3セクションJAEA分のみ

22

遠隔化・自動化の推進・省力型SE導入

2027

2029 

2023

2025

2021

2031 

大幅改造・新規装置計画策定

大幅改造実施・新規装置建設

装置Grの余力を生み出す

中堅・若手スタッフ
の技術力アップに
よる持続可能体制

20
～

30
代

研
究

員
・
技

術
員

の
境

界
領

域
へ

の
人

材
登

用

サイドラボの運用

技術者

データ駆動型科学の
推進

不断の技術開発

新しい測定技術とサイエンスへの展開

第2ターゲットステーションなど大型計画へ向けて

第4期中⻑期計画における⼈員計画
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組織対組織
共同研究契約

産業界 MLF 大学

産学連携ポスドク

特定課題推進員
（博士研究員）

特別研究生
実習生

物的・人的資源
を含む共同研究

ヘビーユーザー

プロジェクト課題・長期課題の
枠組みを利用

共研資金による人材確保

即戦力の
人材登用

外部大型資金
によるJ‐PARC利
用課題の設定

J‐PARC常駐博士研究員

長期的視点
人材教育

３～５年スパンでMLFスタッフの養成

⼈材育成と登⽤

R3学生受入実績 JAEA特別研究生 8名 学生実習生2名 夏季実習生4名
KEK総研大大学院生 6名 CROSS中性子科学研究センター研究生4名

R3PD受入実績 JAEA任期付き研究員 1名 JAEA博士研究員 2名 特定課題推進員 2名
R3産業界からの外来研究員 4名

24

とくべつけ

研究開発の進め⽅

大学等

研究機関

JRR‐3
物質科学C・

物性研

トップダウン型研究開発
プロジェクト課題（施設主導）
国家プロジェクト
組織対組織共同研究
産学連携コンソーシアム

ボトムアップ型個人研究

 個人の専門性を活かし
た独自課題

施設枠BT
を利用

一般課題
BTに申請

量子ビーム施設
スーパーコンピューター

産業界

共同研究資金

大型予算
NEDO、JST等

特定課題推進員
任期付き研究員

科研費等

ポスドク
特別研究生
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４．国際協力・国内連携

26

国内連携の計画

国家プロジェクト、組織対組織共同研究、コンソーシアムなど

あらゆるチャネルを利用した産業界との連携の強化・深化を
通じたイノベーション創出

長期課題・プロジェクト課題の見直しにより外部との連携を強化

学術界との連携：新たなサイエンスを切り開く中性子科学のアイ
デア、装置改良、新装置提案
ヘビーユーザーを装置運営に取り込めるシステムづくりにより
大学・学術界と中性子装置Grとの連携強化

人材育成での大学との連携： 特別研究生

産業界を含む連携

大学・学術界との連携
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国際協力の状況 例
ANSTO/J PARC Workshop Series (Oct. – Nov. 2021, zoom)

• Dynamics Characterization
• Structure Characterization

• Atomic scale (diffraction)
• Large scale 1 (SANS)
• Large scale 2 (NR)
• Engineering

• Neutron Ancillary Techniques
• Sample environments
• Deuteration
• Computation
• Polarization
• Industry engagement

N. de Souza / Y. Yokoo

A. Studer / R. Kiyanagi
E. Gilbert / K. Oishi
A. Le Brun / N. Miyata
U. Garbe / S. Harjo

R. White / S. Karamura
T. Darwish / H. Aoki
A. Sokolova / Y. Inamura
A. Manning / R. Maruyama
A. Paradowska / H. Iwase

Organized by N. de Souza, M. Matsuura, H. Aoki

ICND2021
・世界の主要な中性子施設の検出器開発研究者が集まり．
各施設における検出器開発について議論する国際コラボ
レーション会合．J‐PARCは毎年参加．

ICND：International Collaboration on Neutron Detector
ESS, FRM II, FZ Julich, PSI, ILL, STFC, J‐PARC, NIST, SNS

28

国際協⼒の計画

ESS側：装置コミッショニングのやり方を学び取る。
J‐PARC側：ESSの中性子装置建設・胎動は生きた教材 若手世代に装置
建設やコミッショニングを学ばせたい。

世界規模の海外中性子施設と対等な研究協力の実施
研究取決めに基づく積極的な技術開発情報交換・人員交流
これまでの協力関係を基盤としてさらに深化

たとえば、ANSTO‐J‐PARC（JAEA、KEK、CROSS）間の国際協力では

同種装置間での測定方法・試料環境技術・データ解析に関して、課題
を共有し解決方法を共に見出していく技術協力へ
A‐J Workshop Series： 施設の多くのメンバーが参加してWeb会議
施設、ユニットGr、少人数仲間の多層的な協力関係を構築する。

方針

メリット ANSTOの定常源とJ‐PARCのパルス源の相補性に加えて、重水素化ラボ、
試料環境、組織的な機能などANSTOには学ぶべき部分がある。

ESS‐J‐PARC（JAEA、KEK）間の国際協力に関しては、R4年度確実に取決めを更新する。
2024年にファーストビームを計画しているESSの装置建設・コミッショニング
に参加する。相互交流（＊）を含む技術協力

方針

メリット

＊SAKURA project （スウェーデン政府の日瑞間人材交流プログラム）を活用
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５．研究開発成果の社会的意義

30

カーボンニュートラル
新たなエネルギー物質開発・スピントロニクスなど新磁性デバイス
⽔素社会へ向けた研究開発（⽔素貯蔵、燃料電池、プロトン伝導）
グリーンイノベーションへの貢献

JAEA2050+
原⼦⼒科学技術を通じた
科学の発展・新知⾒の創出

物質科学・材料科学・生命科学を通じてイノベーションに貢献

中性子分析の手法を通じてイノベーションに貢献

産業界とのコラボを通じてイノベーションに貢献

国家プロジェクトを通じてイノベーションに貢献

研究開発成果の社会的意義

新しい研究手法を開発する先導研究の中で、その実証に社会的インパクトの大きな研究
テーマを選定して実施 ex. 新エネルギー材料 先進工学材料

新知見の創出（自然科学的アプローチ）を通じてイノベーションに貢献
新しい量子状態の観測、制御 スピントロニクス

分析センターとしての中核を担う
ex 高分子コンソーシアム、分析アライアンス、燃料電池NEDO

産業界の未解決問題に直接アプローチ
ex 組織対組織共同研究 豊田中研 住友ゴム

課題解決型アプローチ ex 燃料電池NEDO
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31

６．まとめと展望

32

まとめと展望
 MLFにおける先導研究

装置を最⼤限活かし新たな測定⼿法・解析⼿法・測定限界
などに挑む研究（中性⼦科学の適⽤拡⼤と深化）
データ駆動型科学の積極的活⽤

 中性⼦実験装置の⾼度化・維持・⽼朽化対策

 デバイス技術開発

設計性能への到達、新たな測定⼿法に応える⾼度化、
世界トップクラス性能の維持・⽼朽化対策

先導研究、実験装置⾼度化を⽀える不断の技術開発
中性⼦検出、中性⼦偏極、中性⼦光学、特殊環境

 MLFの先導研究を⽀える整備・運⽤
省⼒型試料環境機器の導⼊、⾃動化・遠隔化
サイドラボ（重⽔素化ラボ、分析ラボ）の運⽤開始

 MLF2030 将来ビジョン
10年後も世界をリードする施設であり続けるために
中性⼦実験装置の⼤幅改造へのコンセンサスづくり
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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